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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第１期 第２期

決算年月 平成29年５月 平成30年５月

売上高 （千円） 4,069,954 5,084,081

経常利益 （千円） 43,439 65,373

親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 27,751 45,004

包括利益 （千円） 27,751 45,004

純資産額 （千円） 235,522 1,602,257

総資産額 （千円） 1,402,353 3,627,748

１株当たり純資産額 （円） 102.40 507.45

１株当たり当期純利益 （円） 13.86 18.04

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － 17.65

自己資本比率 （％） 16.8 44.2

自己資本利益率 （％） 13.4 4.9

株価収益率 （倍） － 135.20

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 122,756 88,947

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △42,123 △552,742

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 59,042 1,985,747

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 348,965 1,870,918

従業員数
（人）

275 386

（外、平均臨時雇用者数） (1,557) (1,895)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、平成29年10月20日開催の取締役会決議により、平成29年11月16日付で普通株式１株につき10株の割

合で株式分割を行いましたが、第１期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１

株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。

３．第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

４．第１期の株価収益率については、当社株式は非上場であったため、記載しておりません。

５．従業員数は就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グル

　　ープへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び契約社員を含む。）は期中の平均人

　　員を（　）に外数で記載しております。

６．当社の連結財務諸表については、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵

省令第28号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、有限責任 あずさ

監査法人により監査を受けております。

７．第２期より売上高にかかる表示方法の変更を行っております。第１期の売上高につきましても、当該表示方

法の変更を反映した組替後の数値を記載しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第１期 第２期

決算年月 平成29年５月 平成30年５月

売上高 （千円） 243,944 355,885

経常利益 （千円） 18,793 33,877

当期純利益 （千円） 13,845 22,091

資本金 （千円） 30,000 693,050

発行済株式総数 （株） 230,000 3,157,500

純資産額 （千円） 221,615 1,565,438

総資産額 （千円） 251,688 1,611,136

１株当たり純資産額 （円） 96.35 495.78

１株当たり配当額
（円）

19.00 2.78

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－)

１株当たり当期純利益 （円） 6.91 8.86

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － 8.66

自己資本比率 （％） 88.1 97.2

自己資本利益率 （％） 6.4 2.5

株価収益率 （倍） － 275.43

配当性向 （％） 27.5 31.4

従業員数
（人）

18 20

（外、平均臨時雇用者数） (7) (9)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、平成29年10月20日開催の取締役会決議により、平成29年11月16日付で普通株式１株につき10株の割

合で株式分割を行いましたが、第１期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１

株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。

３．第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

４．第１期の株価収益率については、当社株式は非上場であったため、記載しておりません。

５．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

雇用者数（パートタイマー及び契約社員を含む。）は期中の平均人員を（　）に外数で記載しております。

６．当社の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、有限責任 あずさ監査法

人により監査を受けております。
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２【沿革】

　　　当社は、平成28年６月１日の単独株式移転により、株式会社セリオの完全親会社として設立されました。

　以下、当社グループの沿革として、子会社である株式会社セリオ及び孫会社である株式会社クオーレの沿革と併せ

て、企業集団に係る経緯を記載しております。

 

年　月 概　　要

平成17年６月

 

平成20年６月

平成21年12月

平成22年３月

平成24年４月

 

平成24年６月

 

平成25年６月

 

平成25年10月

 

平成25年12月

 

平成26年１月

平成26年４月

 

平成27年５月

 

平成27年９月

平成28年４月

平成28年６月

 

平成29年２月

平成29年10月

平成30年３月

平成30年４月

大阪市中央区に株式会社セリオ（資本金10,000千円）を設立

子育て中の既婚女性の人材派遣を主とした就労支援事業を開始

東京都中央区に東京支店を開設

本社を大阪市北区芝田へ移転

大阪府茨木市にトレジャーキッズクラブ茨木校を開設し、小学生を対象とした放課後事業を開始

大阪府東大阪市に認可外保育所エンジェルキッズ保育園（現小規模保育施設エンジェルキッズ東大阪

園）の運営をスタートし、未就学児童を対象とした保育事業を開始

箕面自由学園小学校（大阪府箕面市）内に当社グループ初の私立小学校内アフタースクールとなるト

レジャーキッズクラブ箕面自由学園校を開設（平成27年３月閉校）

放課後事業と保育事業を主たる事業領域とすることを目的として、大阪市北区に株式会社セリオの

100％子会社 株式会社トレジャーキッズクラブ（資本金3,000千円）を設立

株式会社トレジャーキッズクラブが大阪市城東区に大阪市保育ママ事業　エンジェルキッズ城東園

（現小規模保育施設　エンジェルキッズ城東園）を開設

株式会社セリオが大阪市北区、淀川区で大阪市こども青少年局より大阪市児童いきいき放課後事業の

受託運営を開始

就労支援事業の営業拠点として株式会社セリオが広島市中区に広島支店を開設

株式会社セリオが当社グループ初の認可保育所トレジャーキッズともぶち保育園を大阪市都島区に開

園

大阪市北区に保育所用の不動産管理を主たる事業領域とする株式会社セリオ100％子会社株式会社ク

オーレ（資本金1,000千円）を設立

株式会社セリオが株式会社トレジャーキッズクラブを吸収合併

就労支援事業の営業拠点として株式会社セリオが名古屋市中区に名古屋支店を開設

単独株式移転により、株式会社ＳＥＲＩＯホールディングス（資本金10,000千円）を設立し、株式会

社セリオを完全子会社化

本社を大阪市北区堂島へ移転

就労支援事業における事業強化を目的として新ブランド「sacaso」（サカソ）を立ち上げ

東京証券取引所マザーズに株式を上場

株式会社セリオが広島市佐伯区にて企業主導型保育園「イオンゆめみらい保育園」の受託運営を開始
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社と連結子会社２社（株式会社セリオ、株式会社クオーレ）の３社により構成されており、就

労支援事業、放課後事業及び保育事業の３つの事業を展開しております。

　当社グループのセグメントに係わる位置付け及び関連は、次のとおりであります。

　なお、事業の区分内容は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメ

ントと同一であります。

 

(1) 就労支援事業

　就労支援事業においては、仕事と家庭の両立を応援し、一人ひとりに合った働き方をサポートする事業を展開し

ております。東京・名古屋・大阪・広島に支店を設置しており、主に首都圏・名古屋地区・関西・広島地区におい

て営業活動を行っております。当社グループでは、パートタイマー型勤務や一週間に２日もしくは３日の勤務な

ど、仕事と家庭が両立し易いワークスタイルを提案し、子育て中の家庭を中心とした潜在的な労働力の労働市場へ

の参加促進を行っております。

　提供する就労支援事業は、人材派遣・人材紹介・業務委託契約・業務請負契約を中心とし、以下の分野に対応し

ております。

　・オフィス業務…　営業事務、一般事務、経理事務、総務事務、金融事務、貿易事務、受付業務、データ入力、

事務的軽作業、ＯＡオペレータ、ＤＴＰオペレータ等

　・電話対応事務…　インバウンド、アウトバウンド、各業種スーパーバイザー等

　・セールス業務…　接客・販売、法人営業、個人営業、セールスプロモーション等

　・軽作業業務　…　倉庫内軽作業、商品仕分け、検品、ピッキング作業等

　・在宅ワーク　…　ＣＡＤ、設計プランナー、校正・編集・制作・ライター、ＨＰ更新等

 

(2) 放課後事業

　放課後事業においては、自治体や私立小学校から各種放課後施設の運営を受託しております。当社グループは、

様々な学びや遊びを通して子どもたちの健やかな成長を支援し、安心・安全な環境で子どもたちの成長を支える事

業運営に努めております。

　当社グループは、運営する各種放課後施設を運営委託先の属性により、以下の３つに区分しております。それぞ

れの主な内容は以下のとおりであります。

①公設放課後事業

　放課後アフタースクールの運営実績を活かして、自治体より放課後施設の運営を受託しております。

ⅰ）放課後子ども教室推進事業

　放課後子ども教室推進事業は文部科学省が管轄する事業であります。地域の小学生を対象に、放課後や週末

等に小学校の余裕教室等を活用し、子どもたちの安心・安全な活動拠点を設け、地域の方々の参画を得て、学

習活動やスポーツ・文化芸術・地域交流などの取り組みを実施する事業であります。自治体からの業務委託で

運営を行っております。

ⅱ）放課後児童健全育成事業

　放課後児童健全育成事業は厚生労働省が管轄する事業であります。小学校に就学している児童のうち、保護

者が就労等の理由により日中に在宅していない児童を対象に、授業の終了後等に学内の余裕教室等を利用して

適切な遊び及び生活の場を与え、その健全な育成を図るものであります。自治体からの業務委託又は指定管理

（注１）で運営を行っております。

ⅲ）放課後子ども総合プラン事業

　放課後子ども総合プラン事業は、前述したi)、ii)の両事業を組み合わせたものであります。全ての児童の安

心・安全な居場所を確保するため、同一の小学校内等で両事業を実施し、共働き家庭等の児童を含めた全ての

児童が放課後子ども教室の活動プログラムに参加できるものであります。自治体からの業務委託で運営を行っ

ております。

ⅳ）児童館事業

　児童館事業は、０～18歳の子育て中の家庭や子どもに健全な遊びを提供して、その心身の健康を増進し、情

操を豊かにすることを目的とした児童福祉施設であります。自治体からの指定管理（注１）を含めた運営を

行っております。

注１）指定管理：指定管理者制度の略。自治体より「管理代行」の指定により、公の施設の管理権限指定を受け

たものに委任する制度。

②私立小学校アフタースクール事業

　当社グループは、トレジャーキッズクラブという名称で私立小学校より放課後アフタースクールの運営を受託

しております。学校の方針・風土をベースに、ネイティブ社員による英語プログラムの提供をはじめとして、学

習・運動、芸術・文化・遊びの様々なプログラムを導入しております。

③民間放課後アフタースクール事業
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　当社グループは、放課後を楽しく学び社会に通じる力を身に付ける時間とすることを目指しており、ネイティ

ブ社員の常駐による英語教育や22時までのサービス提供を行い、就労家庭の支援と子どもたちの健やかな成長を

支えることを目的として、トレジャーキッズクラブ茨木校を自社運営しております。また、放課後を遊びながら

運動を楽しむことで、基本的なカラダの使い方や学校の授業では補えない体力づくりの基礎を学ぶ時間とするこ

とを目指し,様々なスポーツの観戦、ものづくりの見学や体験、トップアスリートとのふれあい、本物のスポーツ

体験を提供することを目的として、民間放課後アフタースクールを民間企業からの業務委託により運営しており

ます。

（運営施設数）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：施設）

 平成29年５月31日 平成30年５月31日

公設放課後事業 123 117

私立小学校アフタースクール事業 8 10

民間放課後アフタースクール事業 1 2

合　　計 132 129

 

(3)　保育事業

　保育事業においては、自治体からの認可を得て認可保育園と小規模認可保育園を運営しております。働く親が

安心して子どもを預けられる保育園を目指して、同じ保育士が同じ園児の食事、排泄、衣服の着脱等を日々見守

り、より細やかな対応を行う、一人ひとりに寄り添う保育で、園児たちの成長をサポートする担当制保育を導入

しております。また、自治体からの委託等を受けて地域子育て支援拠点等事業を運営しております。

①認可保育事業

　当社グループの認可保育事業は、トレジャーキッズ保育園という名称で運営しております。その他、一時保

育事業、体調不良児対応型病児保育事業を行い、様々な保育ニーズに応える運営を行っております。

②小規模認可保育事業

　当社グループの小規模認可保育事業は、エンジェルキッズ保育園という名称で運営しております。

③企業主導型保育事業

　当社グループの企業主導型保育事業は、内閣府の企業主導型保育事業助成対象施設であり、企業からの業務委

託により運営をしております。

④地域子育て支援拠点等事業

　当社グループの地域子育て支援拠点等事業は、主に在宅での子育てを行う親とその子どもを対象とし、自治体

からの業務委託又は指定管理により運営しております。

（保育園数）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：園）

 平成29年５月31日 平成30年５月31日

認可保育事業 4 11

小規模認可保育事業 8 8

企業主導型保育事業 - 2

地域子育て支援拠点等事業 2 2

合　　計 14 23

　上記のとおり、当社グループでは、就労支援事業において、働きながら育児時間を大切にしたい女性の就労支援を

行うと同時に、放課後事業及び保育事業において、働く女性が安心して子供を預けられる場所を提供することで、

「就労」「育児」の両面から女性の活躍を支援しております。

なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当してお

り、これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断すること

となります。
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　　［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の
内容

議決権の所
有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

株式会社セリオ
　(注)２

大阪市北区 10,000
就労支援事業
放課後事業
保育事業

100.0
経営管理
役員の兼任５名

株式会社クオーレ 大阪市北区 1,000 保育事業
100.0
(100.0)

経営管理
役員の兼任１名

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３. 議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合を内数で記載しております。

４．株式会社セリオについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

　　主要な損益情報等（平成30年５月期）

　　(１) 売上高　　　5,084,081千円

　　(２) 経常利益　　　 30,451千円

　　(３) 当期純利益　　 20,523千円

　　(４) 純資産額　　　217,933千円

　　(５) 総資産額　　2,509,882千円

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成30年５月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

就労支援事業 57 (　12 )

放課後事業 133(　1,727 )

保育事業 171 (　147 )

全社（共通） 25 (　9 )

合計 386(　1,895 )

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グ

ループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び契約社員を含む。）は期中の平均

人員を（　）に外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

３．従業員数が当連結会計年度中において、111名増加しましたが、主として業務拡大に伴うものであります。

 

(2）提出会社の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成30年５月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（千円）

20(　9 ) 40歳11ヶ月 1年8ヶ月 4,324

 

セグメントの名称 従業員数（人）

全社（共通） 20 (　9 )

合計 20 (　9 )

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

雇用者数（パートタイマー及び契約社員を含む。）は期中の平均人員を（　）に外数で記載しております。

２．当社子会社での勤続年数を含む平均勤続年数は２年９ヶ月であります。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

 

(3）労働組合の状況

　当社グループの労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1)　経営方針

　当社グループは、企業理念である「仕事と家庭の両立応援企業」「未来を担う子どもたちの成長応援企業」のもと

以下を経営の基本理念として、「子どもたち」「地域社会」「当社株主」「顧客」「従業員」などステークホルダー

との信頼構築に努め、共存共生を基軸とした経営展開を図り、企業価値の向上に取り組んでおります。

　・私たちは、人間としての成長と、志を共にする仲間との信頼関係を大切にし、幸せな人生を追求します

　・私たちは、感謝の気持ちを持ち、人々に喜びを与えることを自らの喜びとし、社会に貢献します

　・私たちは、情熱を持って一人ひとりが自発的に考動し、新しい価値の創造に挑戦します

 

(2)　中長期的な会社の経営戦略

①　人材

　当社グループが持続的な成長を進めるためには、環境の変化に影響を受けることなく、安定した利益確保がで

きる企業体質の確立が経営の重要課題と認識しており、そのためには就労支援事業、放課後事業及び保育事業に

とって優秀な人材の育成及び確保が不可欠であります。このため、従業員研修や管理職候補者研修などの階層別

研修を充実させるとともに、環境の変化に対応した人事制度や適材適所の配置等により、士気の高揚や潜在能力

が顕在化できるよう取り組んでまいります。当社グループでは多くの女性従業員が活躍しておりますが、管理職

及び役員に占める女性の割合は大幅に低くなっております。今後は、国籍、性別、性的指向、年齢等様々な人材

の多様性を尊重し、お互いを認めることで社員一人ひとりの能力が最大限発揮される環境作りを行い、管理職や

役員においても価値観や働き方のダイバーシティを推進することで優秀な人材を確保し、より効率的かつ多面的

な観点から企業価値向上に資するように努めてまいります。

　さらに働き方改革の推進の一環として、長時間労働の削減を図るため、有給休暇促進や安全衛生委員会を毎月

開催するなど、従業員の健康維持及び増進を図り、働き甲斐のある企業風土の醸成に取り組んでまいります。

 

②　経営環境の変化への柔軟な対応と効率的な経営資源の活用

　当社グループの事業領域は多岐にわたっておりますが、それぞれの市場の動向にすばやく柔軟に対応していく

ために、市場の状況や顧客のニーズを的確に把握し、競合に先んじた戦略を立案してまいります。経営資源を適

切に配分し、設備投資、事業提携、Ｍ＆Ａ、事業の撤退・縮小といった判断をタイムリーに行ってまいります。

 

③　新たな事業

　企業収益を確保し、成長し続けるためには、既存事業の伸長はもとより、従来とは異なる事業並びに既存事業

のノウハウを活用した新規事業など、新たな事業を創出していくことが重要な課題と認識しております。そのた

めには社内リソースの活用だけではなく、外部リソースを活用することが重要と考えており、事業提携やＭ＆Ａ

等のあらゆる可能性を追求してまいります。

 

(3)　目標とする経営指標

　当社グループは、経営指標としては利益の確保に加え、キャッシュ・フロー経営を重視し、企業価値の増大に

努めてまいります。また、配当性向について、将来の事業展開や経営環境の変化などを勘案のうえ、20％を基本

方針として安定配当の継続に努めてまいります。

 

(4)　経営環境及び対処すべき課題

　保育所等については、厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ」によると、平成29年４月１日時点で、待機

児童数は26,081人、前年比2,528人の増加となっております。また、学童保育については、厚生労働省「平成29年

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況」によると、平成29年５月１日時点で、待機児童数が

17,170人、前年比33人減少しておりますが、依然として高水準となっております。共働き世帯の増加や働き方の

多様化が進む中、学童保育を含め待機児童が増加していると考えられます。

　当社グループはこのような社会ニーズに対応すべく、就労支援事業における多様な雇用機会の提供、放課後・

保育事業における施設の新規開園等を行っていく必要があると認識しております。

　そのため、次の６項目を重点項目として取り組んでまいります。
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①　多様なワークスタイルの提案

　当社グループは、就労支援事業において、パートタイマー型勤務や一週間に２日もしくは３日の勤務など、

仕事と家庭の両立がし易いワークスタイルを提案し、子育て中の家庭を中心とした潜在的な労働力の労働市場

への参加促進を行っております。当社グループの就労支援事業は、結婚、出産を機に離職した女性の「もう一

度働きたい」、「家族との時間を大切にしたい」という想いを全力でサポートします。

②　人材確保

　当社グループが運営しております３事業ともに、事業拡大にあたって、人材の確保が急務であるため、就労

支援事業のノウハウを活かし優秀な人材の確保に努めてまいります。雇用条件の改善にとどまらず、勤務時間

の柔軟性、働きやすい環境づくりに注力してまいります。また、新卒の採用にも積極的に取り組んでまいりま

す。

③　人材育成の強化

　当社グループが運営しております３事業ともに、安全で質の高いサービスを提供するために、人材育成に取

り組んでまいります。そのために、自治体主催の研修への参加、社内の研修・勉強会などの研修カリキュラム

の充実、各種研修等への参加率のアップを図ってまいります。

④　保育園開園用不動産の確保

　当社グループは、保育園を開園するにあたり、不動産所有者から土地や建物を賃借しておりますが、自治体

や保護者の要望に応えられる候補地を短期間で探し出す必要があります。そのために、不動産業者や金融機関

等と不動産情報を入手できるネットワークを構築してまいります。

⑤　放課後事業の収益構造の改善

　当事業は公設民営事業であり、自治体による予算格差があるため、これに起因した拠点ごとに利益率の差が

存在しております。今後は適切な利益が確保できる地域での新規開設を進めてまいります。また、それとあわ

せてＩＣＴ化の推進等により生産性の向上を図ることで、収益構造を改善してまいります。

⑥　コンプライアンス強化

　当社グループが運営しております３事業ともに、関連法令諸規則の改正が多く、また多くの個人情報を取り

扱っております。法令遵守、改正された法令への対応、個人情報の適正な管理が事業継続の前提条件と考えて

おります。コーポレート・ガバナンス体制の強化を目指し、コンプライアンス推進体制、内部統制の整備・運

用の徹底に取組んでまいります。
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２【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項のうち、投資家の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（1）就労支援事業について

①人材ビジネス業界の動向について

　当社グループの属する人材ビジネス業界は、産業構造の変化、社会情勢、景気変動に伴う雇用情勢の変化等

に影響を受けます。今後、様々な要因により雇用情勢ないしは市場環境が悪化した場合、当社グループの財政

状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。景気後退に伴う新規人材需要の減少や既存の顧客企業に

おける業務縮小・経費削減等により人材需要が大きく減退した場合、人材派遣における労働者派遣契約数の急

激な減少、転職市場における求人需要の大幅減少に伴う事業規模縮小など、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。また、当社グループの就労支援事業は共働き世帯や正規の労働時間では就労することが

困難な女性に重きを置いており、競合する企業が少ないと認識しております。しかしながら、高い資本力や知

名度を有する企業等の新規参入が相次ぎ、競争が激化した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

②派遣スタッフの確保について

　当社グループの就労支援事業では、その事業の性質上、派遣スタッフの確保が非常に重要であり、当社グ

ループは、派遣就業希望者をインターネット等による広告や既登録者からの紹介などにより募集しておりま

す。加えて、登録者のニーズに応じた就業機会を提供する担当者制の導入、教育・研修の拡充などにより、派

遣スタッフの安定確保と既存登録者の囲い込みを進めております。しかしながら、このような施策によりまし

ても、派遣需要に対して充分な派遣スタッフの確保を行えなかった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

③法的規制について

　当社グループの就労支援事業は、事業を展開するにあたり、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣

労働者の保護等に関する法律」（以下、「労働者派遣法」という）をはじめとする国内の関係諸法令を遵守す

る必要があります。また、平成25年４月に改正労働契約法が施行され、施行日以降において有期雇用契約が反

復更新され通算５年を超えた場合、労働者の申し込みにより、契約の期限を定めない無期雇用契約に転換する

仕組みが導入されております。さらに、平成27年９月施行の改正労働者派遣法においては、派遣期間制限、派

遣スタッフに対するキャリアアップ措置、派遣先従業員と派遣スタッフの均衡待遇配慮義務等が定められまし

た。当社グループは、コンプライアンス教育・研修の実施、グループ内部通報制度の整備など、コンプライア

ンス体制の整備に努めておりますが、適用される法令等に違反した場合、当社グループの業績、事業運営及び

社会的信用に重大な影響を及ぼす可能性があります。また、将来当社グループに適用される法令の制定・改

廃、司法・行政解釈等の変更がある場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループの許可の状況

（株式会社セリオ）

　　許可の名称 労働者派遣事業 有料職業紹介事業

　監督官庁 厚生労働省 厚生労働省

　許可番号 派27-301959 27-ユ-300269

　取得年月 平成25年10月 平成17年11月

　有効期限 平成33年９月 平成30年10月

　加えて、上記の許可・届出について、事業停止、許可取消し又は事業廃止となる事由は労働者派遣法第14条

及び職業安定法第32条に定められております。当社グループでは、これら許可等の規制に係る関係法令等の遵

守に努めており、本書提出日現在、事業運営上の支障を来すような状況は生じておりません。しかしながら、

事業停止、認可取消し及び事業廃止の事由に該当した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

④社会保険制度の改正に伴う経営成績への影響について

　社会保険料の料率並びに対象範囲は、社会保障と税の一体改革など国家的な見直し論議の中で、適宜改定が

実施されております。当社グループでは、現行の社会保険制度において、社員はもちろんのこと、加入要件を

満たす就業スタッフ全員に社会保険の加入を徹底しておりますが、今後、社会保険制度の改定が実施され、加

入要件が引き下げられることにより、社会保険料の事業主負担額が増加する場合、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。
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⑤特定の取引先への依存について

　当社グループの就労支援事業における取引先である綜合警備保障株式会社に対する売上高は、当社グループ

全体の売上高に対して当連結会計年度10.9％の比率となっております。今後も、当該取引先との良好な関係を

維持できるよう努めると同時に、特定の取引先への依存度を低減させるために、新規顧客の開拓等を行ってお

りますが、同社とは、取引価格等に関して長期契約は締結しておらず、取引価格の見直しが行われた場合、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（2）放課後事業・保育事業について

①少子化

　当社グループは、保育事業において、主に０歳児から５歳児を対象とした保育サービスを提供すること

で、認可保育園及び小規模認可保育園を展開しております。また、放課後事業として、自治体や私立小学校

から各種放課後施設の運営を受託しております。少子化が急速に進行し、市場が著しく縮小した場合、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

②人材の確保

　当社グループの提供する保育事業におきましては、保育士、栄養士、看護師等の人材が不可欠でありま

す。当社グループでは採用部門の強化により、保育士等の確保に努めておりますが、運営に必要な人材を確

保できない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③各施設での事故に関するリスクについて

　当社グループは、施設の運営にあたり、お預かりするお子様の安全を第一に考え、事故防止に努めており

ます。しかしながら、重大な事故、トラブル等が発生した場合、自治体から営業停止の命令を受けたり、多

くの児童が退園する可能性があります。この場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

④国や自治体による方針や関連法規制等の改訂等について

　平成12年に認可保育園の運営に株式会社を含む多様な運営主体が認められて以降、子ども・子育て支援制

度において、国及び自治体は待機児童解消に向け様々な支援策を実施しておりますが、今後、国や自治体の

方針につき改訂等が実施され、補助金の削減や株式会社による保育園の開園等が認められなくなった場合、

当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、認可保育園の運営は自治体による認可事業で

あることから、認可の取消しを受けることとなった場合も、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

⑤法的規制について

　当社グループの放課後事業・保育事業は、事業を展開するにあたり、児童福祉法、食品衛生法等の国内の

関係諸法令を遵守する必要があります。当社グループはコンプライアンス体制を整備しておりますが、適用

される法令等に違反した場合、当社グループの業績、事業運営及び社会的信用に重大な影響を及ぼす可能性

があります。更に、将来当社グループに適用される法令の制定・改廃、司法・行政解釈等の変更がある場

合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

法令等 目的及び内容 監督官庁

児童福祉法
児童の健やかな育成のための児童福祉施設の種類、国・

地方公共団体の施策、費用負担等が定められている。

厚生労働省、都道府県及び市町

村

食品衛生法

飲食に起因する衛生上の危害の発生防止及び公衆衛生の

向上、増進を図る見地から食品の規格・添加物・衛生管

理・営業許可等が定められている。

厚生労働省及び都道府県・政令

指定都市・特別区の保健所

⑥食の安全性

　当社グループでは、食品衛生法に基づき、厳正な食材管理並びに衛生管理を実施し、食中毒などの事故防

止に努めております。また、食材につきましても、安全性を確保できる業者を選定しております。しかしな

がら、何らかの原因により食の安全性に重大な問題が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

⑦感染症の流行

　当社グループでは、多くの利用者に安全な子育て支援サービスを提供するため、感染症についても厳重に

対応しておりますが、新型インフルエンザやノロウィルスなどの感染症が流行し、利用者が大きく減少した

り、子育て支援事業に直接従事する従業員が多数欠勤した場合、放課後事業及び保育事業の運営ができなく

なる可能性があります。その場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑧特定の受託先への依存について

　当社グループの放課後事業・保育事業における受託先である大阪市に対する売上高は、当社グループ全体

の売上高に対して、当連結会計年度22.5％の比率となっております。今後も、当該自治体との良好な関係を

維持できるよう努めると同時に、特定の取引先への依存度を低減させるために、新たな自治体との契約や認

可獲得に向けた開拓等も行っておりますが、当該自治体から契約解除又は認可の取消しを受けた場合や競合

他社への業者変更が決定された場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑨資金調達について

　当社グループの保育事業におきましては、保育園の新規開園に関する設備資金等を金融機関からの借入等

により調達しております。今後、新規開園に伴い借入が増加する可能性があり、金利の急激な変動や金融情

勢の変化により計画どおり資金調達ができない可能性があります。また、一部の金融機関との契約には財務

制限条項が付されており、財務制限条項に抵触し、一括返済が必要となった場合には、当社グループの財政

状態、業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑩固定資産の減損に関するリスク

　当社グループの保育事業の業績が今後著しく悪化し有形固定資産の減損処理が必要となった場合、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑪自治体との概算払い精算制度について

　当社グループの放課後事業におきましては、大阪市、広島市などの一部の自治体との契約上、予め取り決

められた概算額によって四半期毎に業務委託料の支払いを受けておりますが、年間の最終損益確定時におい

て、年間確定支払額による精算を行うことが義務付けられております。精算の際、支払いを受けた金銭を自

治体に返還する場合、また業務委託料を超える費用が発生し自治体から支払いを受けられない場合、放課後

事業の損益が悪化し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（3）その他

①創業者への依存について

　当社グループにおいて、創業者である代表取締役若濵久は、当社グループの経営方針及び事業戦略を決定

するとともに、ビジネスモデルの構築から事業化に至るまで重要な役割を果たしております。また、今後も

当社グループの業務全般においては、同氏の経営手腕に依存する部分が大きいと考えられます。当社グルー

プでは、取締役会及び経営会議等における役員及び幹部社員の情報共有や経営組織の強化など権限委譲を図

り、同氏に過度に依存しない経営体制の整備を進めておりますが、何らかの理由により同氏が業務執行を継

続することが困難となった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

②大規模な自然災害

　当社グループでは、地震、台風、洪水等の自然災害等の発生の可能性を認識した上で、可能な限りの防

災、減災に努め、発生時は迅速かつ的確な対応を執る所存でありますが、想定を超えた規模の大規模災害が

発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また当社グループの事業性質上、災

害時には顧客・企業や就業者に対する安否確認や契約内容の調整等、多大な顧客対応による業務負荷、保育

施設、放課後施設の利用者や従業員、建物等に被害が及ぶことが予想されることから、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。

③システム障害等の影響について

　当社グループの事業は、コンピューターシステム及びそのネットワークに多くを依存しております。その

ため、不測の事態に対しては、障害時の体制整備、システムセキュリティの強化、ハードウェアの増強等

様々な対策を講じておりますが、これらの対策にも係わらず人為的過誤、自然災害等に伴い、コンピュー

ターシステム及びそのネットワーク設備にトラブルが発生した場合、事業運営に支障が生じる可能性があり

ます。また、それが長期に亘り、顧客企業への労務の提供が事実上不可能になる場合、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。④知的財産権について

　当社グループは、各種の商標を登録しておりますが、現時点で権利取得に至っていないものについて、今

後これらの権利を取得できるという確実性はありません。また、当社グループでは、第三者に対する知的財

産権を侵害することがないよう事業活動を行っておりますが、当社グループの事業分野における知的財産権

の現状を完全に把握することは困難であり、当社グループが第三者の知的財産権を侵害した場合、損害賠償

又は使用差止めなどの請求を受ける可能性があります。これらの事態が発生した場合、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。
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⑤内部管理体制について

　当社グループは、今後の事業展開や成長を支えるためにも内部管理体制のより一層の充実を図っていく方

針でありますが、事業の拡大及び人員の増加に適時適切に組織的な対応ができなかった場合、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥個人情報の管理

　当社グループの運営する事業では、数多くの利用者の個人情報を保持しております。これらの個人情報の

取扱いは、厳重に管理しておりますが、漏えいするようなことがあった場合、利用者からだけではなく、社

会的な信用を失います。その結果、放課後・保育事業の施設の新規開設・開園に影響が出る等、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状況、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

①　財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、消費の改善に足踏みがみられ、個人消費は概ね横ばいとなっておりま

す。また、中国をはじめとするアジア新興国や資源国の景気の下振れや、海外経済の不確実性の高まりや金融資

本市場の変動の影響等が引き続き景気を下押しするリスクになっていること等から、依然として先行きが不透明

な状況が続いております。しかしながら、国内の企業収益は高い水準にあり、雇用情勢が改善していることに加

えて、設備投資に持ち直しの動きがみられる等、景気は緩やかな回復基調が続いております。景気の先行きに関

しましては、引き続き雇用情勢及び所得環境の改善が続く中で、各政策の効果もあり、緩やかに回復することが

期待されます。

　当社グループを取り巻く事業環境においては、平成30年６月に政府により決定された「女性活躍加速のための

重点方針2018」により、更に女性活躍が進むという好循環をつくり出す方針のもと、女性活躍に関する情報を徹

底して見える化し、労働市場や資本市場で活用されるようにしていくとともに、保育の受け皿確保のため、「子

育て安心プラン」（平成29年６月発表）に基づき、待機児童解消等の施策が行われるなど、女性の就労を後押し

する環境の整備に引き続き強い関心が払われております。また、人材不足感はきわめて強く、企業からの人材需

要は安定的に継続しており依然として活発な状況となっております。

　このような状況の中、当社グループは就労支援事業における新規顧客の開拓と既存顧客の深耕や、放課後・保

育両事業の規模拡大に対応する運営体制の強化に取り組み、経営の効率化と収益の向上に努めてまいりました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は5,084,081千円（前年同期比24.9％増）、営業利益は61,937千円（同

40.7％増）、経常利益は65,373千円（同50.5％増）。また、当社グループでは、自治体から受け取る補助金の会

計処理について、固定資産圧縮損を計上し、対象となる固定資産の帳簿価格を直接減額し、毎期の減価償却も減

額後の額をもとに計上する「直接減額方式」を会計方針として採用しているため、保育事業における自治体から

の補助金収入を特別利益として822,899千円、圧縮記帳による会計処理により、特別損失として固定資産圧縮損

820,518千円を計上したことにより、親会社株主に帰属する当期純利益は45,004千円（同62.2％増）となりまし

た。

 

セグメント別の業績の概要は次のとおりであります。

a.就労支援事業

　就労支援事業につきましては、働き方改革の推進が企業の労務管理においての主要なテーマと位置付けられ、

企業の人手不足感が高い水準で推移する中、様々な業種で人材需要が安定的に継続しました。

　このような状況の中、当社グループが事業を展開しているコールセンター業務、オフィスワーク、ファクト

リー業務等の職種でも受注が増加しました。また、平成30年４月に顧客企業のニーズ及び今後の事業展開を勘案

し、新たに自社コールセンター「大阪コンタクトセンター」を開設いたしました。これまで培ってきた家電製品

の修理相談受付のノウハウを活用し、大手家電メーカーをはじめとする顧客企業の需要の獲得に取り組んでまい

りました。

　以上の結果、就労支援事業の売上高は2,115,110千円（同8.1％増）、セグメント利益は96,883千円（同68.9％

増）となりました。

 

b.放課後事業

　放課後事業につきましては、「ニッポン一億総活躍プラン」を踏まえ、平成31年度末までに放課後児童クラブ

の約122万人分の受け皿を確保することが政府目標として掲げられております。また、全国学童保育連絡協議会

「学童保育（放課後児童クラブ）の実施状況調査結果について」（平成29年９月20日修正版）によると、その運

営主体は、従来の自治体によるものから民間企業、団体への業務委託等によるものへの移行が全国で進んでいる

と考えられます。当社グループは多くの自治体や私立小学校から各種放課後施設の運営を受託又は指定管理者と

しての指定を受けております。

　このような状況の中、当社グループでは当連結会計年度に契約満了により放課後子ども教室推進事業19施設

（大阪市北区11施設、大阪市西区８施設）を閉鎖したものの、新たに放課後子ども教室推進事業３施設（東京都

文京区１施設、千葉県浦安市２施設）、放課後児童健全育成事業４施設（東京都台東区１施設、東京都中野区２

施設、大阪府吹田市１施設）、放課後子ども総合プラン事業６施設（東京都江東区１施設、東京都品川区５施

設）、私立小学校アフタースクール事業２施設（ＴＫＣ智辯学園奈良カレッジ小学部、ＴＫＣ雲雀丘学園小学校)

を開設しております。また、民間企業からの委託を受け「放課後を、あそびながら運動を楽しむことで、基本的

なカラダの使い方や学校の授業では補えない体力づくりの基礎を学ぶ時間とすること」をコンセプトとした放課

後アフタースクールの運営を開始しております。当社グループが運営する放課後施設は、当連結会計年度末現
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在、129施設となりました。一方、新規施設の運営開始前の準備、施設数の拡大に対応するための管理機能の強化

を目的とした間接部門の増員及びＩＣＴシステムの導入等のため、費用が増加しております。

　以上の結果、放課後事業の売上高は1,902,192千円（同26.5％増）、セグメント利益は13,398千円（前年同期は

284千円のセグメント損失）となりました。

 

c.保育事業

　保育事業につきましては、政府目標「待機児童解消加速化プラン」(平成25年４月)として掲げられていた平成

29年度末での待機児童ゼロ化が先送りになり、平成29年６月に待機児童解消に必要な受け皿対策及び女性就業率

向上のための「子育て安心プラン」が発表されるなど、依然として待機児童問題が社会的関心の高い課題となっ

ております。同時に、出産後の仕事と育児の両立は当事者にとって切迫した課題であり、保育の受け皿の整備が

強く求められております。

　このような状況の中、当社グループは平成29年12月に認可保育園２園、平成30年４月に認可保育園５園及び企

業主導型保育園２園を下表のとおり、新たに開園いたしました。当社グループが運営する保育施設は、当連結会

計年度末現在、認可保育園11施設、小規模認可保育園８施設、企業主導型保育園２施設、地域子育て支援拠点等

２施設となり、計23施設となりました。

　以上の結果、保育事業の売上高は1,066,778千円（前年同期比74.9％増）、セグメント利益は58,167千円（同

73.1％増）となりました。

（当連結会計年度に新たに開園した保育施設）

事業所名 所在地 開園年月 形態

トレジャーキッズふれあい緑地保育園 大阪府豊中市 平成29年12月 認可保育園

トレジャーキッズあおみなみ保育園 大阪府箕面市 平成29年12月 認可保育園

トレジャーキッズたかどの保育園 大阪市旭区 平成30年４月 認可保育園

トレジャーキッズひめさと保育園 大阪市西淀川区 平成30年４月 認可保育園

トレジャーキッズひがしとよなか保育園 大阪府豊中市 平成30年４月 認可保育園

トレジャーキッズいまみや保育園 大阪府箕面市 平成30年４月 認可保育園

トレジャーキッズにいじゅく保育園 東京都葛飾区 平成30年４月 認可保育園

ＮＤＣにこにこ保育園 神戸市中央区 平成30年４月 企業主導型保育園

イオンゆめみらい保育園 西風新都 広島市佐伯区 平成30年４月 企業主導型保育園

 

②　キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、株式の発行による収入が1,315,277

千円増加及び税金等調整前当期純利益が67,687千円（前年同期比55.4％増）と増加したこと等により、前連結会

計年度に比べ1,521,952千円増加し、当連結会計年度末は、1,870,918千円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益67,687千円、減価償

却費45,669千円、未払費用の増加による収入77,250千円、未払消費税等の減少による支出61,979千円及び売上債

権の増加による支出76,691千円等により88,947千円の収入（前期は122,756千円の収入）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出1,271,298千

円、補助金の受取による収入820,518千円、建設協力金の支払による支出40,000千円、差入保証金の差入による支

出33,304千円等により552,742千円の支出（前期は42,123千円の支出）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れによる収入576,833千円、長期借入

れによる収入180,000千円、長期借入金の返済による支出73,293千円、株式の発行による収入1,315,277千円等に

より1,985,747千円の収入（前期は59,042千円の収入）となりました。
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③　生産、受注及び販売の実績

a.生産実績

　当社グループは生産活動を行っておりませんので、該当事項はありません。

b.受注実績

　当社グループは受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。

c.販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成29年６月１日
至　平成30年５月31日）

前年同期比（％）

就労支援事業　　　　　　　　　　　　（千円） 2,115,110 108.1

放課後事業　　　　　　　　　　　　　（千円） 1,902,192 126.5

保育事業　　　　　　　　　　　　　　（千円） 1,066,778 174.9

合計（千円） 5,084,081 124.9

　（注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成28年６月１日
至　平成29年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年６月１日
至　平成30年５月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

大阪市 1,067,453 26.3 1,145,369 22.5

綜合警備保障株式会社 491,160 12.1 555,323 10.9

２．上記の大阪市に対する販売は、主に放課後事業・保育事業における同市からの施設運営に関する業務委託料

及び補助金収入となっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2)　経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。

①重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・

費用の報告金額並びに開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実

績や現状等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見

積りと異なる場合があります。当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況

１ 連結財務諸表等（1）連結財務諸表 注記事項 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載して

おります。

 

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当社グループが行っている事業、特に放課後事業、保育事業におきましては、民間事業者の社会的信用度、知

名度を高め、業界全体のサービス水準の向上を図る必要があります。それを可能とするためには、経営の透明性

を高めること及び優秀な人材を確保することが重要となります。事業規模拡大により、保育士や指導員の人数が

年々増えている中において、コンプライアンスやガバナンスに関しても更に強固な体制を構築することが、当社

グループの健全な成長発展の礎となると考えております。さらに、事業規模の拡大によって保育用品・消耗品の

一括購入による低コスト化等のいわゆる規模のメリットを得ることや安全で利用しやすい保育施設等の設備の充

実を積極的に実施していく方針です。また、「２ 事業等のリスク」に記載のとおり、業界の動向、法的規制、人

材の確保等様々なリスク要因が当社の業績に影響を与える可能性があると認識しております。そのため、当社グ

ループ、事業環境に留意しつつ、内部管理体制を強化し、優秀な人材を確保し、社会のニーズに合ったサービス

を展開していくことにより、業績に影響を与えるリスク要因を分散・低減し、適切に対応を行ってまいります。

以上の取り組みの結果、経営成績は下記のとおりとなりました。
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（売上高）

　当連結会計年度の売上高は5,084,081千円（前年同期比24.9％増）となりました。その内訳は就労支援事業にお

いては電話対応事務、オフィス業務、軽作業業務等の職種でも受注が増加したことにより2,115,110千円（同

8.1％増）となり、また放課後事業においては新たに16の放課後施設の運営を開始したことにより1,902,192千円

（同26.5％増）、保育事業においては平成29年12月に認可保育園２園、平成30年４月に認可保育園５園及び企業

主導型保育園２園を新たに開設したことにより1,066,778千円（同74.9％増）となりました。

 

（営業利益）

　当連結会計年度の原価率が80.9％となり売上原価は4,110,729千円（同24.0％増）、販売費及び一般管理費は

911,415千円（同28.3％増）となりました。主な内容は給与手当で348,231千円、支払手数料で96,184千円であり

ます。この結果、営業利益は61,937千円（同40.7％増）となりました。

 

（経常利益）

　当連結会計年度の営業外収益は13,504千円となり、これは主にコールセンター開設に伴う受取負担金と人材開

発支援助成金制度による助成金収入であります。営業外費用は10,068千円となり、この結果、経常利益は65,373

千円（同50.5％増）となりました。

 

（親会社株主に帰属する当期純利益）

　当連結会計年度の特別利益は822,899千円となり、これは新設の保育園の施設等に係る補助金収入によるもので

す。特別損失は820,585千円となり、これは主に、固定資産圧縮損820,518千円であります。また、法人税等合計

（法人税等調整額を含む）は22,682千円となり、これらの結果、親会社株主に帰属する当期純利益は45,004千円

（同62.2％増）となりました。

 

③資金の財源及び資金の流動性についての分析

a.キャッシュ・フロー

　当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析につきましては「(１)　経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・

フローの状況」に記載のとおりであります。

 

b.財政状況

（資産）

　当連結会計年度末における流動資産は、2,350,352千円となり、前連結会計年度末に比べ1,632,161千円増加い

たしました。その内訳は、主に現金及び預金が1,521,952千円増加、売掛金が65,357千円増加したことによるもの

であります。固定資産は1,270,132千円となり、前連結会計年度末に比べ585,969千円増加いたしました。これは

主に、有形固定資産が484,572千円増加、無形固定資産が10,816千円増加、投資その他の資産が90,580千円増加し

たことによるものであります。

　この結果、総資産は3,627,748千円となり、前連結会計年度末に比べ2,225,394千円増加いたしました。

 

（負債）

　当連結会計年度末における流動負債は、1,390,209千円となり、前連結会計年度末に比べ713,018千円増加いた

しました。その内訳は、主に短期借入金が576,833千円増加及び未払費用が77,250千円増加、１年内返済予定の長

期借入金が15,618千円増加したことによるものであります。固定負債は635,280千円となり、前連結会計年度末に

比べ145,639千円増加いたしました。これは主に長期借入金が91,089千円増加したことによるものであります。

　この結果、負債合計は2,025,490千円となり、前連結会計年度末に比べ858,658千円増加いたしました。

 

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産合計は、1,602,257千円となり、前連結会計年度末に比べ1,366,735千円増加

いたしました。その要因は、新株発行による資本金663,050千円増加及び資本剰余金663,050千円増加と親会社株

主に帰属する当期純利益の計上等に伴う利益剰余金の40,634千円増加によるものであります。

　この結果、自己資本比率は44.2％（前連結会計年度末は16.8％）となりました。

 

ｃ.資金需要

　当社グループの資金需要の主なものは、新設保育園の設備投資の長短期資金需要、保育園及び放課後施設の備

品購入費及び人材採用費などの運転資金需要であります。

EDINET提出書類

株式会社ＳＥＲＩＯホールディングス(E33776)

有価証券報告書

18/72



ｄ.財務政策

　当社グループは、当社と子会社の資金管理の一元化を図り、連携をとることにより資金効率の向上を図ってお

ります。また、事業活動のための資金調達、適切な流動性の維持及び財務構造の安定化を図ることに努めており

ます。新設保育園の設備投資や運転資金等への短期資金需要については金融機関からの借入によって調達してお

ります。

 

④経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成の状況を判断する客観的な指標等

　当社グループは、目標とする経営指標については、「第２事業の状況　１経営方針、経営環境及び対処すべき

課題等　(３)目標とする経営指標」に記載のとおりであります。

　当連結会計年度における当社グループの経常利益率は1.3％（前連結会計年度は1.1％）及び連結配当性向は

15.4％（前連結会計年度は13.7％）を確保しております。今後につきましても当該指標の確保に努めてまいりま

す。

 

４【経営上の重要な契約等】

 該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

 該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において、就労支援事業13,686千円及び保育事業482,360千円等、合計で無形固定資産を含めて

495,388千円を設備投資として実施いたしました。

主な設備投資として、保育事業における下記７園の保育園開園のための設備投資であります。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

(単位：千円）

会社名 事業所名 形態 所在地 投資金額

株式会社セリオ

トレジャーキッズふれあい緑地保育園 認可保育園 大阪府豊中市 103,269

トレジャーキッズたかどの保育園 認可保育園 大阪市旭区 62,223

トレジャーキッズあおみなみ保育園 認可保育園 大阪府箕面市 60,546

トレジャーキッズいまみや保育園 認可保育園 大阪府箕面市 57,704

トレジャーキッズひめさと保育園 認可保育園 大阪市西淀川区 48,550

トレジャーキッズひがしとよなか保育園 認可保育園 大阪府豊中市 44,590

トレジャーキッズにいじゅく保育園 認可保育園 東京都葛飾区 9,798

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

　　提出会社には主要な設備がないため、記載しておりません。

　　(2）国内子会社

平成30年５月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物及び
構築物
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

株式会社

セリオ

認可保育園１園

小規模認可保育園１園

（大阪市都島区）

保育事業 保育設備 66,856
161,735

(418.21）
354 228,946

20

(22)

認可保育園１園

（大阪市鶴見区）
保育事業 保育設備 14,905

－

(　　－)
1,620 16,526

14

(14)

小規模認可保育園１園

（大阪市城東区）
保育事業 保育設備 487

－

(　　－)
－ 487

4

(6)

小規模認可保育園１園

（大阪市阿倍野区）
保育事業 保育設備 1,369

－

(　　－)
－ 1,369

2

(9)

小規模認可保育園１園

（大阪市中央区）
保育事業 保育設備 3,232

－

(　　－)
177 3,410

4

(7)

認可保育園１園

（大阪市旭区）
保育事業 保育設備 60,671

－

(　　－)
1,034 61,706

11

(4)

認可保育園１園

（大阪市西淀川区）
保育事業 保育設備 46,995

－

(　　－)
1,094 48,089

11

(7)

認可保育園２園

（大阪府吹田市）
保育事業 保育設備 75,169

－

(　　－)
5,456 80,625

22

(29)

小規模認可保育園２園

（大阪府東大阪市）
保育事業 保育設備 5,347

－

(　　－)
793 6,140

9

(17)

認可保育園２園

（大阪府豊中市）
保育事業 保育設備 134,076

－

(　　－)
4,298 138,375

25

(12)

認可保育園２園

（大阪府箕面市）
保育事業 保育設備 110,276

－

(　　－)
3,673 113,949

18

(15)

小規模認可保育園１園

（神戸市兵庫区）
保育事業 保育設備 2,708

－

(　　－)
193 2,901

5

(5)

認可保育園１園

小規模認可保育園１園

（東京都葛飾区）

保育事業 保育設備 16,459
－

(　　－)
794 17,254

14

(13)

株式会社

クオーレ

認可保育園１園

 (大阪市鶴見区)
保育事業 保育設備 70,426

－

(　　－)
－ 70,426

－

(－)

　(注)１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

　　　２．従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ
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への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員を含む。）は、期中の平均人員を

（　）に外数で記載しております。

３．株式会社クオーレに係る認可保育園は、株式会社セリオが運営しております。

４．帳簿価額のうち「その他」は「工具、器具及び備品」の合計であります。

５．上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、以下のとおりであります。

平成30年５月31日現在

会社名 事業所名
セグメント

の名称
設備の内容

賃料（年間）

（千円）

株式会社

セリオ

認可保育園10園 保育事業 保育施設 86,628

小規模認可保育園８園 保育事業 保育施設 25,345

放課後施設６施設 放課後事業 建物 15,776

ＨＤ・支店他 ― 建物 52,426
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　当連結会計年度において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は下記のとおりであります。

　当社グループの主な設備投資は認可保育園の園舎躯体工事・内装工事と、小規模保育園の内装工事であり、当連結

会計年度末現在において許認可の内定を得られている設備のみ開示しております。

会社名
事業所名

（所在地）

セグメント

の名称
設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び

完了予定年月日 完成後の

増加能力総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

株式会社

セリオ

認可保育園

（大阪府箕面市）
保育事業 保育設備 227,960 129,200

自己資金・借

入金及び増資

資金

平成30年

３月

平成30年

８月

受入定員

80名

認可保育園

(東京都東久留米市)
保育事業 保育設備 87,250 －

自己資金・借

入金及び増資

資金

平成30年

６月

平成30年

９月

受入定員

72名

認可保育園

（東京都足立区）
保育事業 保育設備 97,200 456

自己資金・借

入金及び増資

資金

平成30年

10月

平成31年

１月

受入定員

60名

認可保育園

（大阪市城東区）
保育事業 保育設備 198,307 1,080

自己資金・借

入金及び増資

資金

平成30年

10月

平成31年

３月

受入定員

80名

認可保育園

（大阪府吹田市）
保育事業 保育設備 229,222 －

自己資金・借

入金及び増資

資金

平成30年

10月

平成31年

３月

受入定員

80名

小規模認可保育園

(大阪市東成区）
保育事業 保育設備 18,000 －

自己資金・借

入金及び増資

資金

平成30年

10月

平成31年

３月

受入定員

19名

（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．保育園等を新設した場合、一定の基準のもとに自治体より補助金を受領することとなりますが、上記投資予定

金額は、当該補助金収入により充当される金額を控除せず、工事代金の予定金額等を記載しております。

 

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,200,000

計 9,200,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成30年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月28日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 3,157,500 3,157,500
東京証券取引所

（マザーズ）

１単元の株式数は

100株であります。

計 3,157,500 3,157,500 － －

（注）提出日現在の発行数には、平成30年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当該新株予約権は、平成28年６月１日の単独株式移転により、当社から株式会社セリオ新株予約権者に対し

て割当て交付されております。

（第２回新株予約権）平成28年５月27日開催の臨時株主総会決議及び取締役会決議

決議年月日 平成28年５月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 使用人　２

新株予約権の数（個）※ 720

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　7,200（注）１、７

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 59（注）２、７

新株予約権の行使期間 ※ 自　平成30年５月28日　至　平成38年５月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　59

資本組入額　30（注）７

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ （注）４

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）６

※ 当事業年度の末日（平成30年５月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（平成30年７月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に

係る記載を省略しております。

　（注）１. 新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式１株であ

り、提出日の前月末現在は10株であります。なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割

（当社普通株式の無償割当てを含みます。以下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整される

ものとします。ただし、係る調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の付与

株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

 調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（又は併合）の比率

　　　　２. 新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整

による１円未満の端数は切り上げます。

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

１

  分割・併合の比率

　　　　　　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき行使価額を下回る払込価額で募集株式の発行又

は自己株式の処分を行う場合、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

 新規発行前の株価

 既発行株式数＋新規発行株式数

　　　　　　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に係

る自己株式数を控除した数とし、また当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとしま

す。さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割を行う場合、その他行使価額の調

整が適切な場合には、当社は、合理的な範囲で行使価額の調整を行うことができるものとします。

　　　　３.　新株予約権の行使の条件

(1)権利行使時において当社又は当社の子会社の取締役、執行役員、監査役又は従業員の地位にあること

　 を要します。ただし、当社取締役会が認める正当な理由がある場合はこの限りではありません。

(2)新株予約権者が死亡した場合は、その相続人は権利行使が出来ません。ただし、当社取締役会が認めた場

　 合はこの限りではありません。

(3)その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権総

　 数引受契約書」に定めるところによります。
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　　　　４.　譲渡による新株予約権の取得の制限

　　　　　　新株予約権者は、新株予約権を第三者に譲渡することはできません。また、いかなる理由であれ、担保権の

対象とすることはできません。

　　　　５.　新株予約権の取得事由

　新株予約権者が注３に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなくなった場合、新株予

約権者が当社又は当社の子会社の取締役、執行役員、監査役又は従業員を退職又は退任した場合において当社

取締役会が権利行使できる正当な理由があると認めなかった場合、あるいは新株予約権の全部又は一部を放棄

した場合は、当社は当該新株予約権を無償で取得することができます。また、新株予約権者が権利行使する前

に禁錮以上の刑に処せられた場合、当社は、当該新株予約権者が有する新株予約権全部を無償で取得すること

ができます。

　　　　６.　組織再編時の取扱い

　当社が合併(合併により当社が消滅する場合に限る)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下、

総称して「組織再編行為」という)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８

号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という)の新株予約権を以下の条件に基づきそれ

ぞれ交付します。この場合、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行します。ただ

し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限ります。

a. 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数を基準に、組織再編行為の条件等を勘案して合理

的に決定される数とします。

b. 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

c. 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、合理的に決定される数とします。

d. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

出資の目的は金銭とし、組織再編行為の条件を勘案の上、注２で定められた行使価額を調整して得られる再

編後行使価額に前記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得

られる金額とします。

e. 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使できる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から新株予約権を行使

できる期間の満了日までとします。

f. 譲渡による新株予約権の取得の制限

注４に準じて決定します。

g. 新株予約権の行使の条件

注３に準じて決定します。

h. 新株予約権の取得事由

注５に準じて決定します。

　　　　７．　平成29年11月16日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、提出日

　　　　　  現在において、新株予約権の目的となる株式の数は7,200株、新株予約権の行使時の振込金額は59円、新株

　　　　　　 予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は59円、資本組入額は30円となっております。

　　　　８．　その他

 　新株予約権の行使により発行又は交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合にはこれを切り捨

 てます。

 

②【ライツプランの内容】

当該事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

当該事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式
総数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成28年６月１日

　　　　　（注）１
200,000 200,000 10,000 10,000 169,600 169,600

平成29年５月29日

　　　　　（注）２
30,000 230,000 20,000 30,000 8,170 177,770

平成29年11月16日

　　　　　（注）３
2,070,000 2,300,000 － 30,000 － 177,770

平成30年３月１日

　　　　　（注）４
700,000 3,000,000 573,160 603,160 573,160 750,930

平成30年４月２日

　　　　　（注）５
108,000 3,108,000 88,430 691,590 88,430 839,360

平成30年５月28日

　　　　　（注）６
49,500 3,157,500 1,460 693,050 1,460 840,820

　（注）１．当社は、平成28年６月１日に単独株式移転により株式会社セリオを完全子会社とする純粋持株会社として設

　　　　　　立されました。

　　　　２．有償第三者割当　　　　　　　30,000株

　　発行価格　　　　　 939円

　　資本組入額　　　　 666円

割当先　セリオグループ従業員持株会

　　　　３．株式分割（１：10）による増加であります。

４．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　　1,780円

引受価額　　　 1,637.60円

資本組入額　　　 818.80円

払込金総額　1,146,320千円

５．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格　　　　　1,780円

資本組入額　　　 818.80円

払込金総額　　176,860千円

割当先　　　　野村證券株式会社

６．新株予約権の行使によるものであります。

 

（５）【所有者別状況】

平成30年５月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共団
体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 3 26 42 9 2 1,812 1,894 －

所有株式数

（単元）
－ 878 1,070 4,962 123 3 24,530 31,566 900

所有株式数の

割合（％）
－ 2.78 3.39 15.72 0.39 0.01 77.71 100.00 －
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（６）【大株主の状況】

  平成30年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

若濵　久 大阪市阿倍野区 1,200,000 38.00

株式会社ＫＤＴ 大阪市北区野崎町１番22号 450,000 14.25

セリオグループ従業員持株会 大阪市北区堂島一丁目５番17号 322,500 10.21

廣田　純孝 大阪市北区 80,000 2.53

中村　明裕 滋賀県野洲市 80,000 2.53

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町二丁目11番３号 69,100 2.18

海老　雅和 神戸市東灘区 60,000 1.90

朝山　貴文 堺市西区 40,000 1.26

岡村　茂樹 兵庫県西宮市 35,200 1.11

株式会社森本本店 愛知県一宮市浅野字西大土96番地 22,400 0.70

計 － 2,359,200 74.72

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － 　　　　　　－ －

議決権制限株式（自己株式等） － 　　　　　　－ －

議決権制限株式（その他） － 　　　　　　－ －

完全議決権株式（自己株式等） － 　　　　　　－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　3,156,600 31,566 －

単元未満株式 普通株式　900 　　　　　　－ －

発行済株式総数 3,157,500 　　　　　　－ －

総株主の議決権 － 31,566 －

 

②【自己株式等】

　　　　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

 

３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定

した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。当社は、会社法第454条第５項に基づき、毎年11

月30日を基準日として、取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定款に定めておりますが、年１回、

期末に剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当について

は株主総会、中間配当については取締役会であります。当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、平成

30年８月28日開催の定時株主総会決議により、１株当たり２円78銭の配当を決定いたしました。内部留保資金につき

ましては、さらなる事業拡大に向け、新規保育園の開園などの設備投資等の資金として有効に活用していく予定であ

ります。

　なお、基準日が当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

1株当たり配当額

（円）

平成30年８月28日

定時株主総会決議
8,777 2.78

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第１期 第２期

決算年月 平成29年５月 平成30年５月

最高（円） － 4,290

最低（円） － 1,826

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

なお、平成30年３月２日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成29年12月 平成30年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） － － － 4,290 2,787 2,550

最低（円） － － － 2,305 1,826 1,951

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

なお、平成30年３月２日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。
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５【役員の状況】

男性　８名　女性　－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 － 若濵　久 昭和42年７月20日生

昭和63年８月　松江松下電器株式会社（現パナソニック

株式会社）入社

平成４年４月　株式会社アクティス入社

平成10年７月　株式会社ジオン　代表取締役就任

平成17年３月　株式会社クリスタルリレーションズ

　　　　　　　代表取締役就任

平成17年６月　株式会社セリオ設立

代表取締役社長就任（現任）

平成27年５月　株式会社クオーレ設立

　　　　　　　代表取締役社長就任（現任）

平成28年６月　当社設立　代表取締役社長就任（現任）

(注)３ 1,170,000

取締役 － 中村　明裕 昭和48年３月21日生

平成８年４月　セキスイツーユーホーム大阪株式会社

（現セキスイハイム近畿株式会社）入社

平成11年２月　株式会社ジオン入社

平成16年３月　フォーレスト株式会社入社

平成18年９月　株式会社セリオ入社

平成22年１月　同社　東京支店　支店長就任

平成22年７月　同社　取締役就任（現任）

平成25年１月　同社　ＯＳ事業部長就任（現任）

平成28年６月　当社　取締役就任（現任）

(注)３ 80,000

取締役 － 朝山　貴文 昭和45年５月27日生

平成５年４月　高桑美術印刷株式会社入社

平成13年３月　サン産業株式会社入社

平成19年６月　株式会社セリオ入社

平成22年７月　同社　事業開発部長就任

平成26年１月　同社　取締役就任（現任）

　　　　　　　同社　ＣＳ（現放課後・保育）事業部長

就任

平成28年６月　当社　取締役就任（現任）

(注)３ 40,000

取締役 管理部長 中川　修 昭和30年７月13日生

昭和54年４月　三洋電機株式会社入社

平成27年４月　パナソニック株式会社入社

平成28年２月　株式会社セリオ入社

平成28年４月　同社　管理部長就任

平成28年６月　当社　取締役管理部長就任（現任）

(注)３ 21,200

取締役 － 海老　雅和 昭和41年５月19日

平成元年４月　神栄石野証券株式会社入社

平成９年２月　株式会社ジオン入社

平成15年１月　株式会社クリエイティブ入社

平成17年９月　株式会社セリオ入社

平成29年３月　同社　放課後事業部　東日本統括部長就

任（現任）

(注)３ 60,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

(監査等委員)

 

－ 廣田　純孝 昭和36年８月28日生

昭和60年４月　イワセエスタ株式会社（現株式会社イワ

セ・エスタ）入社

昭和63年７月　株式会社大阪ヒロタ入社

平成８年10月　同社　代表取締役社長就任

平成10年12月　株式会社ユニティー入社

平成11年11月　株式会社ジオン入社

平成16年６月　フジアルテ株式会社入社

平成18年４月　株式会社セリオ入社

平成19年８月　株式会社カラー　監査役就任

平成25年12月　株式会社セリオ　放課後事業部いきいき

事務局局長就任

平成28年９月　同社　常勤監査役就任（現任）

　　　　　　　当社　常勤監査役就任

平成29年６月　当社　取締役監査等委員就任（現任）

(注)４ 80,000

取締役

(監査等委員)
－ 麻田　祐司 昭和47年６月15日生

平成９年10月　監査法人トーマツ（現有限責任監査法人

トーマツ）入所

平成12年４月　税理士法人トーマツ（現デロイトトーマ

ツ税理士法人）転籍

　　　　　　　公認会計士登録

平成16年５月　株式会社エディオン入社

平成20年６月　同社　取締役就任

平成24年６月　同社　常務取締役就任

平成26年４月　株式会社ブレインアシスト設立

　　　　　　　代表取締役社長就任（現任）

平成26年４月　株式会社セリオ　監査役就任

平成26年７月　株式会社ウイルテック

　　　　　　　監査役就任（現任）

平成26年10月　デバイス販売テクノ株式会社

　　　　　　　監査役就任（現任）

平成27年５月　株式会社ＲＭＪホールディングス

　　　　　　　取締役就任（現任）

平成28年６月　当社　監査役就任

平成29年６月　当社　取締役監査等委員就任（現任）

(注)４ 20,000

取締役

(監査等委員)
－ 佐藤　竜一 昭和42年６月22日生

平成３年４月　大阪府庁入庁

平成14年11月　司法試験合格

平成16年10月　司法修習終了

　　　　　　　弁護士登録（大阪弁護士会）

　　　　　　　弁護士法人三宅法律事務所入所

平成24年２月　株式会社ミレニアムダイニング

　　　　　　　取締役就任（現任）

平成24年４月　プロシード法律事務所設立

　　　　　　　代表弁護士就任（現任）

平成29年６月　当社　取締役監査等委員就任（現任）

(注)４ 10,000

計 1,481,200

　（注）１．麻田　祐司及び佐藤　竜一は、社外取締役であります。

　　　　２．当社の監査等委員会の体制は次のとおりであります。

　　　　　　　委員長　廣田　純孝、委員 麻田　祐司、委員 佐藤 竜一

　　　　　　　なお、廣田　純孝は、常勤の監査等委員であります。

３．平成30年８月28日役員就任の時から、平成31年５月期に係る定時株主総会の終結の時までであります。

４．平成30年８月28日役員就任の時から、平成32年５月期に係る定時株主総会の終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、株主及び取引先、従業員等をはじめとするステークホルダー（利害関係者）からの信頼を

得るため持続的な企業価値を高めるべく、経営の健全性並びに透明性の確保に努めております。また、コンプ

ライアンス（法令遵守）の徹底により最適な経営管理体制を構築するためにも、当社グループはコーポレー

ト・ガバナンスの強化を最重要項目の一つとして位置付けております。

①　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

　当社は、取締役会及び監査等委員会を設置しております。当社は、平成29年５月26日開催の臨時株主総会

の決議に基づき、平成29年６月１日付にて監査役設置会社から監査等委員会設置会社へ移行いたしました。

この移行は、監査・監督機能及びコーポレート・ガバナンス体制の一層の強化を目的とするものでありま

す。また、「経営会議規程」に基づき、任意の機関として経営会議を設置しております。

　ａ.取締役会

　取締役会は８名の取締役で構成されております。毎月開催される定時取締役会に加え、必要に応じて

臨時取締役会を開催しております。取締役会では、法令で定められた事項、経営に関する重要な事項の

決定及び業務執行の監督を行っております。また、迅速な意思決定が必要となる事項が生じた場合に

は、書面又は電磁的記録により経営の意思決定を行う旨定款に定めております。

　ｂ.監査等委員会

　当社の監査等委員は３名で、うち２名が社外取締役であります。社外取締役は、それぞれ公認会計

士、弁護士であり、専門的見地から経営監視を実施しております。監査等委員会は、原則として１ヶ月

に１回開催しております。監査等委員は、取締役会のほか重要な会議に出席し、取締役（監査等委員で

あるものを除く。）の職務遂行について厳正な監視を行うとともに、積極的に意見を述べており、意思

決定の過程や取締役（監査等委員であるものを除く。）の業務執行状況について確認ができる運営体制

となっております。

　ｃ.会計監査人

　当社グループは、会計監査人として有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しており、適宜監査が

実施されております。

　ｄ.経営会議

　経営会議は、「経営会議規程」に基づいて、取締役、グループ会社事業部長、管理部長、経営企画室

長並びにこれらの者が経営会議に出席することが適当と認めた者をもって構成し、原則毎月１回開催し

ております。経営会議においては、組織及び人事に関する事項の決議や、議長が必要と認めた経営会議

付議事項の協議や決議を行います。また、各部門からの月次業績報告と今後の見通し、総合的な経営分

析の内容の報告等が行われております。さらに、重要事項の指示・伝達等認識の統一を図る機関として

機能しております。

　企業統治体制の模式図は以下のとおりであります。
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ロ．企業統治の体制を採用する理由

　当社の現在の事業規模、事業内容等を勘案し、現行の体制が最も効率的、効果的に経営監視機能を実現で

き、迅速かつ適切に経営上の意思決定や業務執行を行うことができる体制であると考えているためでありま

す。

 

ハ．その他の企業統治に関する事項

・内部統制システムの整備状況

　当社は、「内部統制システム構築の基本方針」を定め、経営の適正性の確保、透明性の向上及びコンプラ

イアンス遵守の経営を徹底するために、下記のとおりに内部統制システムの整備を行っております。

　ａ．当社及び当社子会社の取締役（監査等委員であるものを除く。）及び使用人の職務の執行が法令及び定

款に適合することを確保するための体制

　「取締役会規程」に基づき、取締役会を原則として月１回開催し、取締役（監査等委員であるものを除

く。）の情報共有を推進することにより、他の取締役（監査等委員であるものを除く。）の業務執行の監

督を行っております。また、監査等委員は監査方針のもと、取締役会への出席、業務執行状況の調査等を

通じて、取締役（監査等委員であるものを除く。）の職務執行の監査を行っております。「コンプライア

ンス規程」に基づき、コンプライアンスの取り組みに関する重要事項の決定を取締役会が行っておりま

す。使用人に対し、法令、定款並びに社会倫理の遵守が企業活動の前提となることを周知徹底しておりま

す。取締役（監査等委員であるものを除く。）は、実効性ある内部統制の整備・運用と法令遵守の体制の

確立に努めております。監査等委員は、内部統制の有効性について監査し、必要があると認めたときは各

取締役に対し改善を助言又は勧告しております。内部監査室は、内部統制の有効性について監査し、必要

があると認めたときは適切な者に対し改善を助言又は勧告し、その旨を代表取締役社長に報告することと

しております。監査等委員及び内部監査室は、情報交換等連携し、職務執行内容が法令及び定款、関連諸

規程に準拠して適正に行われているか問題の有無を調査し、必要に応じて取締役会へ報告しております。

「内部通報規程」に基づき、法令違反行為等に対して、社内外に相談・申告できる「内部通報相談窓口」

を設置し、申告者が不利益な扱いを受けない体制を構築しております。

 

　ｂ．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　株主総会、取締役会の議事録、経営及び業務執行に関わる重要な情報については、法令及び「文書取扱

規程」「業務分掌規程」等の関連規程に従い、適切に記録し、定められた期間保存しております。また、

「文書取扱規程」「業務分掌規程」ほかの関連規程は、必要に応じて適宜見直し改善を図っております。

 

　ｃ．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　取締役会及びその他の重要な会議において、各取締役、経営幹部及び使用人から、業務執行に関わる重

要な情報の報告が行われております。代表取締役社長をリスク管理の総括責任者として任命し、各担当取

締役と連携しながら、リスクを最小限に抑える体制を構築しております。有事の際は、代表取締役社長が

「緊急リスク対策本部」を設置し、必要に応じて顧問弁護士等と迅速な対応をとれる体制を整備してお

り、またリスク管理体制を明文化した「リスク管理規程」に準拠した体制を構築しております。

 

　ｄ．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会における意思決定にあたっては、十分かつ適切な情報が各取締役に提供されております。経営

及び業務執行に必要な情報については、迅速かつ的確に各取締役が共有しております。めまぐるしく変化

する経営環境にも対応できるよう、取締役（監査等委員であるものを除く。）の任期を、就任後１年内の

最終の決算期に関する定時株主総会の終結の時までとすることを定めております。

 

　e．当社及び当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社グループ企業全てに適用する行動指針として企業行動憲章を定め、当社グループ全体において遵法

経営を実践する体制になっております。グループ企業を統括する部署を定め、グループ企業各社の業務を

所管する事務部門と連携し、「関係会社管理規程」など関連規程に基づき、グループ企業各社の経営管理

を行うものとし、必要に応じてモニタリングを行っております。内部監査室が定期的に実施する内部監査

により、子会社の業務が「関係会社管理規程」及び当社の経営方針に基づいて、適切に運営されているこ

とを確認する体制とすることで、業務の適正を確保しております。当社は、グループ企業各社に対し、重

要な案件に関する事前協議等、当社の関与を義務付けるほか、関係会社管理規程に定める一定の事項につ

いて、定期及び随時に当社に報告させることを定めております。
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　f．監査等委員が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びに

その使用人の取締役からの独立性に関する事項

　当社は、監査等委員の職務を補助する使用人は配置しておりませんが、監査等委員は取締役と必要に応

じて協議を行い、当該使用人を任命及び配置しております。監査等委員が指定する補助すべき期間中は、

指名された使用人への指揮権は監査等委員に移譲されたものとし、各取締役の指揮命令は受けておりませ

ん。

 

　g．取締役（監査等委員であるものを除く。）及び使用人が監査等委員に報告するための体制その他の監査

等委員への報告に関する体制

　監査等委員は、取締役会以外にも経営会議等の業務執行の重要な会議へ必要に応じて出席しており、当

社グループにおける重要事項や損害を及ぼすおそれのある事実等について報告を受けることができる体制

を構築しております。取締役（監査等委員であるものを除く。）及び使用人は、当社グループに著しい損

害を及ぼすおそれのある事項及び不正行為や重要な法令並びに定款違反行為を認知した場合のほか、取締

役会に付議する重要な事項と重要な決定事項、その他重要な会議の決定事項、重要な会計方針・会計基準

及びその変更、内部監査の実施状況、その他必要な重要事項を、監査等委員に報告しております。監査等

委員に報告したことを理由とする不利益処分その他の不当な扱いを禁止するとともに、当社子会社におい

てもその徹底を図っております。

 

　h．その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員は代表取締役社長と定期的に会合を開き、意思の疎通及び意見交換を実施できる体制を構築

しております。監査等委員会が会計監査を依頼している監査法人及び内部監査室とも意見交換や情報交換

を行い、連携を保ちながら必要に応じて調査及び報告を求めることができる体制を構築しており、監査等

委員が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、速やかに当該費用

又は債務を処理することとしております。

 

　i．反社会的勢力排除に向けた基本方針及び体制

　当社グループは、「反社会的勢力排除規程」に基づき、反社会的勢力・団体・個人とは一切関わりを持

たず、不当・不法な要求にも応じないことを基本方針とし、その旨を役員及び従業員全員に周知徹底する

とともに、平素より関係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や法律の専

門家と緊密に連絡を取り、組織全体として速やかに対処できる体制になっております。

 

j．リスク管理体制の整備の状況

　当社グループでは、各部門での情報収集をもとにリスク管理委員会を設置し、原則として３ヶ月に１回

開催し、リスクの評価、対応等、リスク管理に関し協議を行い、具体的な対応を検討しております。ま

た、「リスク管理規程」等に基づく活動を通し、リスクの早期発見及び未然防止に努めております。さら

に、必要に応じて弁護士等の外部専門家からアドバイスを受けられる良好な関係を構築するとともに、監

査等委員会の監査及び内部監査を通じて、潜在的なリスクの早期発見及び未然防止によるリスク軽減に努

めております。

 

ニ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役は職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮することを目的として、会社法第

427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該

契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定

が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないと

きに限られます。

 

②　内部監査及び監査等委員会監査の状況

　内部監査につきましては、内部監査の専門部署として内部監査室を設け、専任の内部監査担当者２名を設置

しております。内部監査担当者は、事業年度末に内部監査計画を作成し、翌事業年度に計画に基づいて内部監

査を実施し、内部監査実施結果の報告並びに内部監査指導事項の改善状況の調査及び結果報告を代表取締役に

行っております。また、監査等委員会は、内部監査担当者より監査計画、業務執行状況及び監査結果等につい

て適宜報告を受け、内部監査担当者と情報及び意見の交換を行っております。

　監査等委員会監査につきましては、当社の監査等委員会は独立性を確保した監査等委員３名で構成されてお

り、監査等委員会は原則として月１回開催しております。また、監査等委員の監査情報も内部監査担当者に開

示されており、監査事項及び報告等の情報共有化に努めております。
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　また、内部監査、監査等委員監査及び会計監査の相互連携としては、監査等委員会は、会計監査人から会計

監査報告を通じ、会計上及び内部統制上の課題等について説明を受け、必要な対処を行っております。内部監

査担当者も監査等委員と同様、会計監査人との連携を図って意見交換を実施しております。

 

③　会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は三宅 潔及び神﨑 昭彦であり、有限責任 あずさ監査法人に所

属しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員との間には、特別の利害関係

はありません。業務を執行した公認会計士及び会計監査業務に係る補助者の構成は下記のとおりです。なお、

継続監査年数については７年以下であるため記載を省略しております。

・業務を執行した公認会計士の氏名

　　指定有限責任社員 業務執行社員 三宅 潔

　　指定有限責任社員 業務執行社員 神﨑 昭彦

・監査業務に係る補助者の構成

　　公認会計士 11名

　　その他 　　７名

 

④　社外取締役

　当社の社外取締役は、２名であります。

　監査等委員である社外取締役 麻田 祐司は、大手監査法人出身の公認会計士としての経験や会計分野におけ

る高度な知識、他の企業の社外監査役等の経験を活かして、客観的かつ公正な立場に立って経営の監視監督を

行い、経営の透明性、客観性及び健全性を確保する役割を期待し、監査等委員である社外取締役に選任してお

ります。なお、麻田 祐司は、当社株式を20,000株保有しておりますが、それ以外に当社グループとの間には

特記すべき利害関係はありません。

　監査等委員である社外取締役 佐藤 竜一は、プロシード法律事務所代表弁護士であります。法律面から特に

コンプライアンス等の当社経営について、有効な指針を提示するとともに、客観的かつ公正な立場に立って経

営の監視監督を行い、経営の透明性、客観性及び健全性を確保する役割を期待し、監査等委員である社外取締

役に選任しております。なお、佐藤 竜一は、当社株式を10,000株保有しておりますが、それ以外に当社グ

ループとの間には特記すべき利害関係はありません。

　当社は、社外取締役の独立性に関する基準又は方針を定めておりませんが、専門的な知識に基づく客観的か

つ適切な監督又は監査といった機能及び役割が期待され、一般株主と利益相反が生じるおそれがないことを基

本的な考え方としております。

 

⑤　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役
員の員数
（人）基本報酬

ストックオプ
ション

賞与 退職慰労金

取締役（監査等委員及

び社外取締役を除く）
64,323 64,323 － － － 5

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く）
7,120 7,120 － － － 1

社外取締役 6,600 6,600 － － － 2

(注)　１．取締役の報酬には使用人給与は含んでおりません。

　　　２．当社は、平成29年６月１日付で監査役設置会社から監査等委員会設置会社に移行いたしました。

　　　ロ．役員ごとの報酬等の総額等

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　該当事項はありません。

ニ．役員の報酬等の額又はその他算定方法の決定に関する方針

　役員の報酬については、株主総会の決議により報酬総額の限度額を決定しております。監査等委員でない取

締役の報酬額は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において、各取締役の職務と責任及び実績に応じ

て取締役会にて決定し、監査等委員の報酬額については監査等委員の協議により決定しております。
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⑥　株式の保有状況

　該当事項はありません。

 

⑦　取締役の定数

　当社の取締役の定数は13名以内、取締役のうち、監査等委員である取締役は５名以内とする旨を定款に定め

ております。

 

⑧　取締役の選任の決議要件

　当社の取締役は、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、株主総会において選任いたし

ます。取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

 

⑨　取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ.中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議に

よって毎年11月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

ロ.自己株式の取得

　当社は、取締役会決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款に定めてお

ります。これは、機動的な資本政策の遂行を目的とするものであります。

 

⑩　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定め

ております。これは、株主総会における定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

提出会社 8,000 － 11,000 1,500

連結子会社 － － － －

計 8,000 － 11,000 1,500

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、株式上場時の会計監査人から事

務幹事証券会社への書簡（コンフォートレター）作成業務等であります。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査法人より提示された監査計画、監査

内容、監査日数等について、当社の企業規模や業務内容等を勘案し、双方協議の上、適切に決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成29年６月１日から平成30年５

月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）の財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準の変更等についても適確に対応することができる体制を整備するため、外部研修等への

参加や社内研修を行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成29年５月31日）
当連結会計年度

（平成30年５月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 348,965 1,870,918

売掛金 337,847 403,205

前払費用 13,321 30,151

繰延税金資産 7,104 14,053

未収入金 5,823 17,157

その他 5,804 15,488

貸倒引当金 △677 △621

流動資産合計 718,191 2,350,352

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１,※３ 294,857 ※１,※３ 644,351

工具、器具及び備品（純額） ※３ 17,603 ※３ 26,506

土地 ※１ 161,735 ※１ 161,735

建設仮勘定 34,983 161,157

有形固定資産合計 ※２ 509,179 ※２ 993,751

無形固定資産   

施設利用権 － 6,951

ソフトウエア ※３ 23,010 ※３ 30,242

ソフトウエア仮勘定 1,533 －

リース資産 10,739 7,675

その他 277 1,507

無形固定資産合計 35,560 46,377

投資その他の資産   

出資金 10 10

差入保証金 58,168 91,328

長期前払費用 8,850 5,296

繰延税金資産 3,386 5,107

保険積立金 28,814 30,102

建設協力金 40,192 77,777

その他 － 20,380

投資その他の資産合計 139,422 230,003

固定資産合計 684,162 1,270,132

繰延資産   

株式交付費 － 7,263

繰延資産合計 － 7,263

資産合計 1,402,353 3,627,748
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成29年５月31日）
当連結会計年度

（平成30年５月31日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,962 3,666

短期借入金 － 576,833

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 32,060 ※１ 47,678

リース債務 8,278 11,065

未払金 62,786 73,389

設備投資未払金 15,920 30,553

未払費用 335,461 412,711

未払法人税等 9,639 31,252

未払消費税等 62,797 10,145

前受金 84,441 113,576

預り金 63,684 79,338

その他 158 －

流動負債合計 677,191 1,390,209

固定負債   

長期借入金 ※１ 420,921 ※１ 512,010

リース債務 26,513 27,290

資産除去債務 41,599 95,980

繰延税金負債 606 －

固定負債合計 489,640 635,280

負債合計 1,166,831 2,025,490

純資産の部   

株主資本   

資本金 30,000 693,050

資本剰余金 8,170 671,220

利益剰余金 197,352 237,986

株主資本合計 235,522 1,602,257

純資産合計 235,522 1,602,257

負債純資産合計 1,402,353 3,627,748
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　平成28年６月１日
　至　平成29年５月31日)

 当連結会計年度
(自　平成29年６月１日
　至　平成30年５月31日)

売上高 4,069,954 5,084,081

売上原価 3,315,450 4,110,729

売上総利益 754,503 973,352

販売費及び一般管理費 ※１ 710,495 ※１ 911,415

営業利益 44,008 61,937

営業外収益   

受取利息 13 11

受取負担金 － 8,640

助成金収入 3,304 1,500

雑収入 2,787 3,353

営業外収益合計 6,106 13,504

営業外費用   

支払利息 4,703 8,175

支払手数料 － 1,251

株式交付費償却 － 639

貸倒損失 1,147 －

雑損失 823 1

営業外費用合計 6,674 10,068

経常利益 43,439 65,373

特別利益   

補助金収入 69,255 822,899

特別利益合計 69,255 822,899

特別損失   

固定資産圧縮損 ※２ 67,875 ※２ 820,518

固定資産除却損 ※３ 1,065 ※３ 66

固定資産売却損 ※４ 202 －

特別損失合計 69,142 820,585

税金等調整前当期純利益 43,553 67,687

法人税、住民税及び事業税 18,564 31,958

法人税等調整額 △2,763 △9,275

法人税等合計 15,801 22,682

当期純利益 27,751 45,004

親会社株主に帰属する当期純利益 27,751 45,004
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　平成28年６月１日
　至　平成29年５月31日)

 当連結会計年度
(自　平成29年６月１日
　至　平成30年５月31日)

当期純利益 27,751 45,004

包括利益 27,751 45,004

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 27,751 45,004
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成28年６月１日　至　平成29年５月31日）

     （単位：千円）

 株主資本
純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 10,000 － 169,600 179,600 179,600

当期変動額      

新株の発行 20,000 8,170  28,170 28,170

親会社株主に帰属する当期純利益   27,751 27,751 27,751

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

    －

当期変動額合計 20,000 8,170 27,751 55,921 55,921

当期末残高 30,000 8,170 197,352 235,522 235,522

 

当連結会計年度（自　平成29年６月１日　至　平成30年５月31日）

     （単位：千円）

 株主資本
純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 30,000 8,170 197,352 235,522 235,522

当期変動額      

新株の発行 663,050 663,050  1,326,101 1,326,101

剰余金の配当   △4,370 △4,370 △4,370

親会社株主に帰属する当期純利益   45,004 45,004 45,004

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

    －

当期変動額合計 663,050 663,050 40,634 1,366,735 1,366,735

当期末残高 693,050 671,220 237,986 1,602,257 1,602,257
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　平成28年６月１日
　至　平成29年５月31日)

 当連結会計年度
(自　平成29年６月１日
　至　平成30年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 43,553 67,687

減価償却費 26,415 45,669

長期前払費用償却額 1,760 4,670

固定資産圧縮損 67,875 820,518

補助金収入 △69,255 △822,899

固定資産売却損益（△は益） 202 －

固定資産除却損 1,065 66

貸倒引当金の増減額（△は減少） 400 △55

受取利息及び受取配当金 △13 △11

支払利息 4,703 8,175

売上債権の増減額（△は増加） △81,479 △76,691

その他の資産の増減額（△は増加） △10,584 △16,917

仕入債務の増減額（△は減少） 703 1,703

前受金の増減額（△は減少） 18,293 29,135

未払金の増減額（△は減少） 22,475 10,602

未払費用の増減額（△は減少） 67,951 77,250

未払消費税等の増減額（△は減少） 25,848 △61,979

その他 21,806 21,428

小計 141,723 108,354

利息の受取額 16 11

利息の支払額 △4,709 △8,804

法人税等の支払額 △14,273 △10,614

営業活動によるキャッシュ・フロー 122,756 88,947

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △149,059 △1,271,298

有形固定資産の売却による収入 350 －

補助金の受取額 67,875 820,518

建設協力金の支払による支出 △10,000 △40,000

建設協力金の回収による収入 1,667 2,414

無形固定資産の取得による支出 △9,202 △8,432

定期預金の払戻による収入 80,135 －

差入保証金の回収による収入 8,463 144

差入保証金の差入による支出 △37,299 △33,304

資産除去債務の履行による支出 △1,200 －

その他 6,147 △22,785

投資活動によるキャッシュ・フロー △42,123 △552,742

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 576,833

長期借入れによる収入 60,000 180,000

長期借入金の返済による支出 △26,169 △73,293

株式の発行による収入 28,170 1,315,277

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 2,920

配当金の支払額 － △4,370

リース債務の返済による支出 △2,958 △10,368

その他 － △1,251

財務活動によるキャッシュ・フロー 59,042 1,985,747

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 139,676 1,521,952

現金及び現金同等物の期首残高 209,289 348,965

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 348,965 ※ 1,870,918
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　2社

連結子会社の名称

　株式会社セリオ

　株式会社クオーレ

 

２．持分法の適用に関する事項

　　該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　３年～34年

　工具、器具及び備品　３年～15年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

ハ　リース資産

　所有権移転外のファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし

残存価値を零とする定額法を採用しております。

 

(2）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(3）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(4）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ　繰延資産の処理方法

　株式交付費は、３年以内の効果の及ぶ期間にわたって均等償却を行っております。

 

ロ　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、長

期前払消費税等として投資その他の資産の「その他」に計上し、法人税法の規定に定める期間で償却し

ております。
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（表示方法の変更）

　　（連結貸借対照表）

１.前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「その他」に表示しておりました「建設協力金」

は、当連結会計年度において金額的重要性が増したため、区分掲記しております。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示して

おりました40,192千円は、「建設協力金」として組み替えております。

２.前連結会計年度において、「流動負債」の「未払金」に含めて表示しておりました「設備投資未払

金」は、当連結会計年度において金額的重要性が増したため、区分掲記しております。この表示方法

の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「未払金」に表示しておりま

した78,707千円は、「設備投資未払金」15,920千円、「未払金」62,786千円として組み替えておりま

す。

 

　　（連結損益計算書）

　前連結会計年度においては、園児以外の給食費を「営業外収益」の「受取負担金」に含めて表示して

おりましたが、金額的な重要性が増したことに伴い、園児以外の給食費も含めて収益性を管理する体制

へ移行したことから、これを適切に連結財務諸表に反映させるため、当連結会計年度より「売上高」に

含めて表示する方法に変更しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連

結財務諸表の組替えを行っております。この結果、前連結会計年度の「営業外収益」は4,205千円減少

し、「売上高」、「売上総利益」及び「営業利益」は同額増加しております。

 

　　（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示してお

りました「前受金の増減額（△は減少）」は当連結会計年度において金額的重要性が増したため、区分

掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを

行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に表示していた40,099千円は、「前受金の増減額（△は減少）」18,293千円、

「その他」21,806千円として組み替えております。
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（未適用の会計基準等）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成30年２月16日）

(1）概要

　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する実務指針を

企業会計基準委員会に移管するに際して、基本的にその内容を踏襲した上で、必要と考えられる以下の見直しが

行われたものであります。

（会計処理の見直しを行った主な取扱い）

・個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱い

・（分類１）に該当する企業における繰延資産の回収可能性に関する取扱い

 

(2）適用予定日

平成31年５月期の期首より適用予定であります。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評

価中であります。

 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計基

　準委員会）

(1）概要

　国際会計基準審議会（IASB）および米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な

会計基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBに

おいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は平

成29年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認

識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

　企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合

性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを

出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目があ

る場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

 

(2）適用予定日

　平成34年５月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年５月31日）
当連結会計年度

（平成30年５月31日）

建物及び構築物 120,953千円 114,480千円

土地 161,735 161,735

計 282,688 276,215

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年５月31日）
当連結会計年度

（平成30年５月31日）

1年内返済予定の長期借入金 12,612千円 12,612千円

長期借入金 244,431 231,819

　　　　　　　　　計 257,043 244,431

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

（平成29年５月31日）
当連結会計年度

（平成30年５月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 36,085千円 70,945千円

 

※３　圧縮記帳額

 
前連結会計年度

（平成29年５月31日）
当連結会計年度

（平成30年５月31日）

建物及び構築物 125,113千円 912,566千円

工具、器具及び備品  15,235 48,301

ソフトウエア 5,999 5,999

　　　　　　　　　計  146,348 966,867
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成28年６月１日
　　至　平成29年５月31日）

　当連結会計年度
（自　平成29年６月１日
　　至　平成30年５月31日）

給与手当 279,110千円 348,231千円

支払手数料 68,520 96,184

役員報酬 62,403 78,043

法定福利費 55,612 69,785

賞与 37,754 49,399

退職給付費用 1,356 3,218

貸倒引当金繰入額 440 △55

 

　　　　　※２　固定資産圧縮損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年６月１日
至　平成29年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年６月１日
至　平成30年５月31日）

建物及び構築物 56,198千円 787,452千円

工具、器具及び備品 5,676 33,066

ソフトウエア 5,999 －

　　　　　　　　　計 67,875 820,518

 

　　　　　※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年６月１日
至　平成29年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年６月１日
至　平成30年５月31日）

建物及び構築物 885千円 －千円

工具、器具及び備品 179 66

　　　　　　　　　計 1,065 66

 

　　　　　※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年６月１日
至　平成29年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年６月１日
至　平成30年５月31日）

工具、器具及び備品 202千円 －千円

　　　　　　　　　計 202 －
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成28年６月１日　至　平成29年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注） 200,000 30,000 － 230,000

合計 200,000 30,000 － 230,000

　(注)　普通株式の発行済株式数の増加は、有償第三者割当増資によるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年８月24日

定時株主総会
普通株式 4,370 利益剰余金 19 平成29年５月31日 平成29年８月25日

 

当連結会計年度（自　平成29年６月１日　至　平成30年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注） 230,000 2,927,500 － 3,157,500

合計 230,000 2,927,500 － 3,157,500

（注）１.平成29年11月16日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っております。

２.普通株式の当連結会計年度の増加2,927,500株は、株式分割による増加2,070,000株、新規上場に伴う新株発行

による増加700,000株、オ－バーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当による増加108,000株、新

株予約権の権利行使による増加49,500株であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年８月24日
定時株主総会

普通株式 4,370 19 平成29年５月31日 平成29年８月25日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決　議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年８月28日

定時株主総会
普通株式 8,777 利益剰余金 2.78 平成30年５月31日 平成30年８月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成28年６月１日
至　平成29年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年６月１日
至　平成30年５月31日）

現金及び預金勘定 348,965千円 1,870,918千円

現金及び現金同等物 348,965 1,870,918

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

・無形固定資産

　主として、会計システムのソフトウエアであります。

 

②　リース資産の減価償却の方法

　リース期間を耐用年数とし残存価値を零とする定額法を採用しております。

 

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成29年５月31日）

当連結会計年度

（平成30年５月31日）

１年内 10,800 40,452

１年超 311,400 972,146

合計 322,200 1,012,598
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については投機的な運用は行わず、比較的安全で流動性のある預金で運用を

行い、また資金調達については主に銀行等金融機関からの借入により行っております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　普通預金及び定期預金で運用しております。

　比較的安全な金融機関に預入しており、リスクは小さいと考えております。

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

 短期借入金、長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む）は、主に運転資金及び設備投資に係

る資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されております。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　売掛金に係る信用リスクは、「債権管理規程」等に沿ってリスク低減を図っております。

　借入金の使途は運転資金及び設備資金であります。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。また「連結貸借対

照表計上額」の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。

 

前連結会計年度（平成29年５月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 348,965 348,965 －

(2）売掛金 337,847 337,847 －

資産計 686,813 686,813 －

(1）短期借入金 － － －

(2）長期借入金

　(1年内返済予定の長期借入金を含む)
452,981 452,981 －

負債計 452,981 452,981 －

 

当連結会計年度（平成30年５月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,870,918 1,870,918 －

(2）売掛金 403,205 403,205 －

資産計 2,274,123 2,274,123 －

(1）短期借入金 576,833 576,833 －

(2）長期借入金

　(1年内返済予定の長期借入金を含む)
559,688 559,688 －

負債計 1,136,521 1,136,521 －

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

　　よっております。
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負　債

（1）短期借入金

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

　よっております。

（2）長期借入金

　　変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

　当該帳簿価額によっております。

 

２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成29年５月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 348,965 － － －

売掛金 337,847 － － －

合計 686,813 － － －

 

当連結会計年度（平成30年５月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,870,918 － － －

売掛金 403,205 － － －

合計 2,274,123 － － －

 

３．借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成29年５月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 － － － － － －

長期借入金 32,060 32,334 30,084 27,084 20,808 310,611

合計 32,060 32,334 30,084 27,084 20,808 310,611

 

当連結会計年度（平成30年５月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 576,833 － － － － －

長期借入金 47,678 49,056 34,961 29,076 29,076 369,841

合計 624,511 49,056 34,961 29,076 29,076 369,841

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、確定拠出制度を採用しております。

 

２．確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要支給額は、前連結会計年度（自　平成28年６月１日　至　平成29

年５月31日）4,179千円、当連結会計年度（自　平成29年６月１日　至　平成30年５月31日）10,461千円であ

ります。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。
 
 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成28年ストック・オプション
（第１回新株予約権）

平成28年ストック・オプション
（第２回新株予約権）

付与対象者の区分及び人数 従業員　17名 従業員　２名

株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）
普通株式　51,000株 普通株式　7,200株

付与日 平成28年５月30日 平成28年５月30日

権利確定条件

権利行使時において当社又は当社の子

会社の取締役、執行役員、監査役又は

従業員の地位にあることを要する

権利行使時において当社又は当社の子

会社の取締役、執行役員、監査役又は

従業員の地位にあることを要する

対象勤務期間
自 平成28年５月30日

至 平成30年５月27日

自 平成28年５月30日

至 平成30年５月27日

権利行使期間
自 平成30年５月28日

至 平成38年５月26日

自 平成30年５月28日

至 平成38年５月26日

　（注）　１．株式数に換算して記載しております。

２．平成29年10月20日開催の取締役会決議により、平成29年11月16日付で普通株式１株につき10株の株式分

　　割を行なっております。上記は株式分割後の株式数で記載しております。

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成30年５月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  
平成28年ストック・オプション
（第１回新株予約権）

平成28年ストック・オプション
（第２回新株予約権）

権利確定前 （株）   

前連結会計年度末  51,000 7,200

付与  － －

失効  1,500 －

権利確定  49,500 7,200

未確定残  － －

権利確定後 （株）   

前連結会計年度末  － －

権利確定  49,500 7,200

権利行使  49,500 －

失効  － －

未行使残  － 7,200
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②　単価情報

  
平成28年ストック・オプション
（第１回新株予約権）

平成28年ストック・オプション
（第２回新株予約権）

権利行使価格 （円） 59 59

行使時平均株価 （円） 2,425 －

付与日における公正な評価単価 （円） － －

　（注）　平成29年11月16日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っております。上記は株式分割後の株式

数をもとに１株当たりの価格を記載しております。

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　ストック・オプションの付与時点においては、当社は未公開企業であるため、ストック・オプションの公

正な評価単価を単位当たりの本源的価値により算定しております。

　また、単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる当社株式の評価方法は、時価純資産法によっており

ます。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。

 

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源

的価値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における

本源的価値の合計額

(1)当連結会計年度末における本源的価値の合計額

　　　17,136千円

(2)当連結会計年度に権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

　　 115,384千円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年５月31日）
 

当連結会計年度
（平成30年５月31日）

繰延税金資産（流動）    

未払社会保険料 4,306千円  6,109千円

未払事業所税 1,353  2,149

未払事業税 726  3,697

未払家賃 491  1,289

その他 225  809

計 7,104  14,053

繰延税金資産（固定）    

減価償却超過額 1,341  2,570

資産除去債務 14,075  32,499

その他 599  284

計 16,016  35,353

繰延税金負債（固定）    

資産除去債務に対する除去費用 △13,236  △30,246

計 △13,236  △30,246

繰延税金資産の純額 9,884  19,160

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年５月31日）
 

当連結会計年度
（平成30年５月31日）

法定実効税率 33.80％  30.58％

（調整）    

所得拡大促進税制による税額控除 △2.01  △3.01

住民税均等割 4.01  5.12

その他 0.48  0.82

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.28  33.51
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

　主として、事業所等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から10年～34年と見積り、割引率は0.04％～0.931％を使用して資産除去債務の金額

を計算しております。

 

３．当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成28年６月１日
至　平成29年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年６月１日
至　平成30年５月31日）

期首残高 19,734千円 41,599千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 23,656 54,220

時の経過による調整額 111 160

資産除去債務の履行による減少額 △884 －

その他増減額（△は減少） △1,018 －

期末残高 41,599 95,980
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

　当社グループは、損益管理単位別の事業セグメントから構成されており、「就労支援事業」、「放課後事

業」、「保育事業」の３つの報告セグメントとしております。

(1) 就労支援事業　　一人ひとりに合った働き方サポート事業

(2) 放課後事業　　　公私立のアフタースクール事業

(3) 保育事業　　　　認可児童福祉施設の運営

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成28年６月１日　至　平成29年５月31日）

      （単位：千円）

 報告セグメント
　調整額　　
（注）

連結財務諸表
計上額

 就労支援事業 放課後事業 保育事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,956,612 1,503,540 609,801 4,069,954 － 4,069,954

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 1,956,612 1,503,540 609,801 4,069,954 － 4,069,954

セグメント利益又は

損失（△）
57,355 △284 33,603 90,674 △46,665 44,008

セグメント資産 229,959 146,705 583,641 960,306 442,047 1,402,353

その他の項目       

減価償却費 273 685 19,912 20,872 5,543 26,415

特別利益 － 4,234 65,020 69,255 － 69,255

（補助金収入） (－) (4,234) (65,020) (69,255) (－) (69,255)

特別損失 202 2,854 65,020 68,077 1,065 69,142

（固定資産圧縮損） (－) (2,854) (65,020) (67,875) (－) (67,875)

（固定資産除却損） (－) (－) (－) (－) (1,065) (1,065)

（固定資産売却損） (202) (－) (－) (202) (－) (202)

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
2,400 1,239 74,279 77,920 48,426 126,346

（注）調整額の内容は以下のとおりであります。
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当連結会計年度（自　平成29年６月１日　至　平成30年５月31日）

      （単位：千円）

 報告セグメント
　調整額　　
（注）

連結財務諸表
計上額

 就労支援事業 放課後事業 保育事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 2,115,110 1,902,192 1,066,778 5,084,081 － 5,084,081

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 2,115,110 1,902,192 1,066,778 5,084,081 － 5,084,081

セグメント利益 96,883 13,398 58,167 168,448 △106,511 61,937

セグメント資産 275,308 184,195 1,470,739 1,930,243 1,697,504 3,627,748

その他の項目       

減価償却費 418 708 31,337 32,463 13,205 45,669

特別利益 － 1,041 821,858 822,899 － 822,899

（補助金収入） (－) (1,041) (821,858) (822,899) (－) (822,899)

特別損失 － 66 820,518 820,585 － 820,585

（固定資産圧縮損） (－) (－) (820,518) (820,518) (－) (820,518)

（固定資産除却損） (－) (66) (－) (66) (－) (66)

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
13,686 △274 482,360 495,772 △384 495,388

（注）調整額の内容は以下のとおりであります。

 

（単位：千円）
 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 86,469 168,448

セグメント間取引消去 － －

全社費用（注） △46,665 △106,511

連結財務諸表の営業利益 39,803 61,937

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

（単位：千円）
 

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 960,306 1,930,243

全社資産（注） 442,047 1,697,504

連結財務諸表の資産合計 1,402,353 3,627,748

　（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社資産であります。
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（単位：千円）

 

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 20,872 32,463 － － 5,543 13,205 26,415 45,669

特別利益 69,255 822,899 － － － － 69,255 822,899

（補助金収入） (69,255) (822,899) (－) (－) (－) (－) (69,255) (822,899)

特別損失 68,077 820,585 － － 1,065 － 69,142 820,585

（固定資産圧縮損） (67,875) (820,518) (－) (－) (－) (－) (67,875) (820,518)

（固定資産除却損） (－) (66) (－) (－) (1,065) (－) (1,065) (66)

（固定資産売却損） (202) (－) (－) (－) (－) (－) (202) (－)

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
77,920 495,772 － － 48,426 △384 126,346 495,388

　（注）減価償却費の調整額は、報告セグメントに帰属しない本社資産に係る減価償却費であります。

特別損失の調整額は、報告セグメントに帰属しない本社資産に係る固定資産除却損であります。

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、販売管理システムの導入及び本社建物の設備投資額等で

あります。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成28年６月１日　至　平成29年５月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　本邦以外の外部売上がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

大阪市 1,067,453 放課後事業、保育事業

綜合警備保障株式会社 491,160 就労支援事業

 

当連結会計年度（自　平成29年６月１日　至　平成30年５月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　本邦以外の外部売上がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

大阪市 1,145,369 放課後事業、保育事業

綜合警備保障株式会社 555,323 就労支援事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

　　　該当事項はありません。

（イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　　　該当事項はありません。

（ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成28年６月１日　至　平成29年５月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

役員 若濵　久 ― ―
当社代表

取締役

（被所有）

52.2
債務被保証

当社借入に

対する債務

被保証

452,981 ― ―

（注）当社グループは、金融機関借入に対して代表取締役 若濵 久より債務保証を受けております。これに

対する保証料の支払いは行っておりません。

 

当連結会計年度（自　平成29年６月１日　至　平成30年５月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成28年６月１日
至　平成29年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年６月１日
至　平成30年５月31日）

１株当たり純資産額 102.40円 507.45円

１株当たり当期純利益 13.86円 18.04円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 － 17.65円

　（注）１．前連結会計年度につきましては、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するも

のの、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（自　平成28年６月１日
至　平成29年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年６月１日
至　平成30年５月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 27,751 45,004

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益（千円）
27,751 45,004

普通株式の期中平均株式数（株） 2,002,466 2,494,734

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － 54,831

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

 

－

 

－

（注）当社は、平成29年11月16日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益を算定しております。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 576,833 0.83 －

１年以内返済予定の長期借入金 32,060 47,678 0.83 －

１年以内返済予定のリース債務 8,278 11,065 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 420,921 512,010 0.85 平成31年～50年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 26,513 27,290 － 平成31年～35年

合計 487,773 1,174,877 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２. リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

　　　　　 連結貸借対照表に計上しているため、記載はしておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 49,056 34,961 29,076 29,076

リース債務 11,065 9,314 6,213 696

 

 

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が、連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、

資産除去債務明細表の記載を省略しております。

 

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） － 2,465,344 3,694,112 5,084,081

税金等調整前四半期（当期）

純利益（千円）
－ 61,814 78,526 67,687

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（千円）
－ 41,939 51,723 45,004

１株当たり四半期（当期）純

利益（円）
－ 18.23 22.49 18.04

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失(△)

（円）

－ 3.05 4.25 △2.19

（注）１．当社は、平成30年３月２日付で東京証券取引所マザーズに上場いたしましたので、第１四半期及び第２四半

期の四半期報告書は提出しておりませんが、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半

期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人に

より四半期レビューを受けております。

２．当社は、平成29年11月16日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。当連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（平成29年５月31日）
当事業年度

（平成30年５月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 31,461 1,096,733

売掛金 ※１ 37,603 ※１ 69,776

繰延税金資産 1,315 3,742

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 － 12,500

未収入金 1,652 1,716

前払費用 － 1,854

その他 1 302

流動資産合計 72,033 1,186,625

固定資産   

投資その他の資産   

関係会社株式 179,600 179,600

関係会社長期貸付金 － 237,500

繰延税金資産 54 147

投資その他の資産合計 179,654 417,247

固定資産合計 179,654 417,247

繰延資産   

株式交付費 － 7,263

繰延資産合計 － 7,263

資産合計 251,688 1,611,136

負債の部   

流動負債   

未払金 3,572 7,451

未払費用 2,105 2,744

未払法人税等 6,317 19,783

未払消費税等 12,980 9,518

預り金 5,096 6,201

流動負債合計 30,072 45,698

負債合計 30,072 45,698

純資産の部   

株主資本   

資本金 30,000 693,050

資本剰余金   

資本準備金 177,770 840,820

資本剰余金合計 177,770 840,820

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 13,845 31,566

利益剰余金合計 13,845 31,566

株主資本合計 221,615 1,565,438

純資産合計 221,615 1,565,438

負債純資産合計 251,688 1,611,136
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　平成28年６月１日
　至　平成29年５月31日)

 当事業年度
(自　平成29年６月１日
　至　平成30年５月31日)

売上高 ※１ 243,944 ※１ 355,885

売上原価 － －

売上総利益 243,944 355,885

販売費及び一般管理費 ※２ 226,803 ※２ 321,862

営業利益 17,140 34,023

営業外収益   

受取利息 0 443

助成金収入 1,652 －

雑収入 0 50

営業外収益合計 1,652 493

営業外費用   

株式交付費償却 － 639

営業外費用合計 － 639

経常利益 18,793 33,877

税引前当期純利益 18,793 33,877

法人税、住民税及び事業税 6,317 14,306

法人税等調整額 △1,369 △2,520

法人税等合計 4,948 11,785

当期純利益 13,845 22,091
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年６月１日　至　平成29年５月31日）

      （単位：千円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金

利益剰余金合計
 繰越利益剰余金

当期首残高 － － － － － － －

当期変動額        

株式移転による増加 10,000 169,600 169,600   179,600 179,600

新株の発行 20,000 8,170 8,170   28,170 28,170

当期純利益    13,845 13,845 13,845 13,845

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      －

当期変動額合計 30,000 177,770 177,770 13,845 13,845 221,615 221,615

当期末残高 30,000 177,770 177,770 13,845 13,845 221,615 221,615

 

当事業年度（自　平成29年６月１日　至　平成30年５月31日）

      （単位：千円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金

利益剰余金合計
 繰越利益剰余金

当期首残高 30,000 177,770 177,770 13,845 13,845 221,615 221,615

当期変動額        

新株の発行 663,050 663,050 663,050   1,326,101 1,326,101

剰余金の配当    △4,370 △4,370 △4,370 △4,370

当期純利益    22,091 22,091 22,091 22,091

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      －

当期変動額合計 663,050 663,050 663,050 17,721 17,721 1,343,822 1,343,822

当期末残高 693,050 840,820 840,820 31,566 31,566 1,565,438 1,565,438
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．関係会社株式の評価方法

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）繰延資産の処理方法

　　株式交付費は、３年以内の効果の及ぶ期間にわたって均等償却を行っております。

 

(2）消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には,区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成29年５月31日）
当事業年度

（平成30年５月31日）

売掛金 37,603 69,776

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引

 
前事業年度

（自　平成28年６月１日
至　平成29年５月31日）

当事業年度
（自　平成29年６月１日
至　平成30年５月31日）

営業取引による取引高

　売上高
243,944千円 355,885千円

営業取引以外による取引

　受取利息
－ 433

 

※２　一般管理費に属する費用の割合は100％であります。

　　一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成28年６月１日
　　至　平成29年５月31日）

　当事業年度
（自　平成29年６月１日
　　至　平成30年５月31日）

役員報酬 62,403千円 78,043千円

給与手当 57,303 87,705

支払手数料 43,556 71,564

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成29年５月31日）

　関係会社株式（貸借対照表計上額 179,600千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成30年５月31日）

　関係会社株式（貸借対照表計上額 179,600千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成29年５月31日）
 

当事業年度
（平成30年５月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 604千円  2,752千円

未払家賃 491  390

未払事業所税 －  317

未払社会保険料 218  281

減価償却超過額 54  147

繰延税金資産の純額 1,369  3,889

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成29年５月31日）
 

当事業年度
（平成30年５月31日）

法定実効税率 33.80％  30.58％

（調整）    

所得拡大促進税制による税額控除 △4.66  △3.03

住民税均等割 2.23  4.40

軽減税率差異 △4.54  －

交際費損金不算入額 －  1.92

その他 △0.51  0.92

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.33  34.79

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　　　　　該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

　　　　　該当事項はありません。

 

【引当金明細表】

該当事項はありません。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年６月１日から翌年５月31日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 毎年５月31日

剰余金の配当の基準日
毎年11月30日

毎年５月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 　無料

公告掲載方法

当社の公告は、電子公告により行います。ただし、やむを得ない事由によ

り、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法に

より行います。

公告掲載URL http://www.serio-corp.com

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を

定款に定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利

(3) 募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類

　平成30年１月26日近畿財務局長に提出。

(2）有価証券届出書の訂正届出書

　平成30年２月13日及び平成30年２月21日近畿財務局長に提出。

　平成30年１月26日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(3）四半期報告書及び確認書

（第２期第３四半期）（自 平成29年12月１日 至 平成30年２月28日）平成30年４月13日近畿財務局長に提出。

(4）訂正四半期報告書

（第２期第３四半期）（自 平成29年12月１日 至 平成30年２月28日）平成30年４月19日近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成30年８月28日

株式会社ＳＥＲＩＯホールディングス  

 取締役会　御中 

 

 有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三宅　　潔　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 神﨑　昭彦　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＳＥＲＩＯホールディングスの平成29年６月１日から平成30年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するため

に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用さ

れる。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統

制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ＳＥＲＩＯホールディングス及び連結子会社の平成30年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成30年８月28日

株式会社ＳＥＲＩＯホールディングス  

 取締役会　御中 

 

 有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三宅　　潔　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 神﨑　昭彦　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＳＥＲＩＯホールディングスの平成29年６月１日から平成30年５月31日までの第２期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ＳＥＲＩＯホールディングスの平成30年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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